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　　　　　　　　　　　ごあいさつ

　1980 年代アメリカはそれまでの多様化・個性化中心の教育の負の側面として児童生徒の学

力低下等が顕在化したのを踏まえ、教育水準の向上を目指して｢基礎に帰れ…Back to Basic｣、

｢危機に立つ国家…The Nation at the Risk｣と言った国家レベルの教育改革を断行しこの危機を

乗り切った。すなわち、学力テストの実施等を通した学力重視の政策、チャータースクール、

マグネットスクール、バウチャー制度など次々と新しいシステム改革がなされた。

　イギリスにおいても同年代、イギリスの国力の低下の一要因に教育問題があるとして、サッ

チャー政権は抜本的な教育改革に乗り出し、国家レベルのカリキュラムの創設と児童生徒の到

達の状況を検証する手段としての学力テストの実施並びに学校査察など抜本的な教育改革を断

行しイギリスの危機を救った。

　2000 年代に入り我が国も同様の問題に直面し、現在政府は教育改革を最重要課題として位

置づけ各種の改革を目指している。このような教育の大きな流れの中にあって、今回文部科学

省自身が先導的な行政システム改革を目指す研究プロジェクト、具体的には  ｢新教育システム

開発プロジェクト｣  を初めて公募したことは特筆に値する。従前も学校改善について、例えば

研究開発校などに見られるように数種のプログラムは存在したが、そのいずれも学校教育とい

う守備範囲内の改善に留まる傾向が少なくなかった。その点、今回の文部科学省のプロジェク

トの特色は、時代の変化が激しく、少子高齢化を迎えている我が国にあって、時代の変化に主

体的に対応すべく、将来の制度改正も見据えた先導的で実証的な調査研究、文部科学省初等中

等教育局ではこれまでにない規模の調査研究であり、企業や  NPO  の知見を活かし学校の外か

らの提案を多数採択していることなどにある。このような画期的な国のプロジェクトに企画委

員や学習研究社・学研教育総合研究所が参画できたことは喜ばしいことと同時にその果たす責

任の大きさを感じざるを得ない。

　学研教育総研としての研究は｢マグネットスクールの役割と課題｣であるが、マグネット（＝

磁石、引き付ける）をアメリカのマグネットスクールに見られる学校に特定分野の児童生徒を

引き付ける学校、従前の我が国に見られる学校に民間活力やボランティア等を引き付けて学校

を活性化することを超えて、本実態調査にあるように本来の学校にプロの指導者からなる第二

の学び舎を引き付け、児童生徒の興味・関心や学習意欲並びに思考力、探究能力、創造力を一

層培うことを目指している。本研究が教育効果の検証など実証的な研究を通して学校教育が抱

える課題の解決になることを期待したい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画委員会委員長　山極　隆



　　　　　　　　　　　ごあいさつ

　弊社は創業以来６０余年にわたり、学習雑誌や教材・参考書などを通し、子どもたちの教育

と密接に関わりながら様々な事業を展開してまいりました。この事業の根幹に流れるものとし

て、次の言葉を掲げさせていただいております。

　「私たち学研は　すべての人が心ゆたかに生きることを願い　

　　　　　　　　　　　　　今日の感動・満足・安心と　明日への夢・希望を　提供します」

　これは、当社の企業理念として制定させていただいているもので、時代の変化に関らず、絶

えず追い求め続けたいという多くの社員の思いを表現したものでございます。

　特に子どものすこやかな成長を願う親御さんにとって、長い人生を生きていくにあたり、勉

強ができることだけではなく、何よりも「ゆたかな心を育んで欲しい」と望んでいると思うわ

けでございます。

　さて、2年前、当社の 60周年を機に、『学研教育総合研究所』を社内組織として、立ち上げ

ました。これからの新しい時代の教育課題の調査研究を専門にしていくためです。

　このたび弊社の学研教育総研が提案させていただきました「民間活力導入による地域自立型

の実体験学習学校『マグネットスクール』（仮）の提案」は、このような理念を踏まえ、子ども

たちに、感動・満足を提供し、大きな夢・希望が持てるようになるための、ひとつのシステム

としてのご提案です。必ずしも十分な教育の仕組みになるかどうかは断言できませんが、時代

にあった教育の手法や手段を研究する中で生まれた企画でございます。当社のような民間企業

や財団、NPO、地域といった既存の学校以外の人材、知恵、資金を総結集し公的な教育を補完

し、すべての子どもの個性や能力をさらに伸ばしていくことが望まれます。

　このたび、文部科学省の「新教育システム開発プログラム」という公募事業に、弊社の企画

案を採択していただきましたことを、まずもって心より御礼申し上げます。

　こうした産官学に開放された画期的な企画提案の公募の流れが、日本の教育の再生につなが

っていきますことを心から願うものであります。

　幸いにも、本年度の調査により、その仮説に対し保護者や教育委員会の潜在的需要があるこ

とが明らかになりました。また、企業調査からも、条件さえ整えば企業が人材やノウハウなど

を提供する用意が十分にあることがわかりました。

　いずれにしろ、本調査研究が我が国の教育政策の立案に少しでもお役に立てれば幸いです。

　最後に、本調査研究事業に指導・助言をいただいた企画委員委員長の山極隆・玉川大学学術

研究所教授をはじめ、企画委員の高橋良祐・東京都港区教育長、小松郁夫・国立教育政策研究

所部長、坂元　・社団法人日本教育工学振興会会長に深く感謝申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（株）学習研究社　代表取締役社長　遠藤洋一郎
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事業の概要と経緯

【１】　主要なテーマ
　　民間活力導入による地域自立型の実体験学習学校「マグネットスクール」の調査研究

　　（採択番号：42、提案団体：株式会社 学習研究社）

【２】　検証すべき仮説

　　　学校での平日の放課後と土曜日・日曜日という時間と空間の資産を民間のアイディアと

　　マネジメント力によりフル活用（マグネットスクール）し、既存の学校の本来的役割を復

　　活させ、そのシナジー効果も加わることにより、子供達の潜在的能力を十分に引きだせる

　　ことを検証。

【３】　背景・問題意識
　(1) 社会の要請である様々な新たな教育課題などの諸問題に、学校現場が対応できない状況である。

　(2) 児童生徒の個々の能力を伸ばしたり、好奇心に応えたり、また高度な能力のある専門家から学

　　ぶという点で、現行の小中学校では教育基盤の様々な制約から不十分。

　(3) 学校施設の放課後、休日における活用に際し、専門的な運営がされていないため有効活用され

　　ていない　等。

　(4) 団塊の世代の退職者、地域の人材、退職教員等の専門的能力のある人材の活用が不十分。

　(5) 企業の人材、ノウハウ、製品（教材）の活用という点で不十分。

【４】　実施方法・検証方法
　(1) 平成 18年度から２ヵ年計画。

　(2) 企画委員会を設置して行う。

　(3) スケジュール：１年目…アンケートやヒアリング等の調査研究の実施。

　　　　　　　　　  ２年目…カリキュラム、講師の確保と対価、マグネットスクールの運営組織の

　　　　　　　　　　　　  在り方等の事例調査。

【５】　実施体制
　　上記実施方法に基づき，有識者による企画

　委員会を設置し，本事業のねらいや方向性を

　指導・助言。調査の実施は，調査委員会を設

　置して調査内容・実施方法などの検討を行っ

　た。その際，教育関連の機関にも協力をお願

　いした。

調査委員会

企画委員会 文部科学省

協力機関

教育委員会 保護者 企業

指導・助言

協力

調査



【７】　企画委員および調査協力者・協力機関　　※◎は委員長
　　①企画委員

　　　　◎　山極　　隆　　　　玉川大学学術研究所　教授

　　　　　　高橋　良祐　　　　東京都港区教育委員会　教育長

　　　　　　小松　郁夫　　　　国立教育政策研究所　部長

　　　　　　坂元　　　　　　　（社）日本教育工学振興会 (JAPET)　会長

　　　　　　安威　　誠　　　　学研教育総合研究所　所長

　　　　　　古川　　隆　　　　学研教育総合研究所　教育情報研究室長

　　　　　　吉田　哲平　　　　学研教育総合研究所　文教政策研究室長

　　　　　　　　　　　実施状況
第１回調査委員会（平成１８年度採択内容と調査研究内容検討）

第２回調査委員会（調査研究内容検討）

第３回調査委員会（調査研究内容検討）

第４回調査委員会（アンケート調査内容の検討）

第５回調査委員会（社内外の協力体制と責任分担確認）

第６回調査委員会（調査対象別アンケート内容検討）

第７回調査委員会（対象別調査計画案検討）

第８回調査委員会（委員への調査研究計画案報告）　

第９回調査委員会（第１回企画委員会準備、アンケート調査内容検討）

第 10回調査委員会（第１回企画委員会準備、アンケート調査内容検討）

第 11回調査委員会（第１回企画委員会準備、アンケート調査内容検討）

第 12回調査委員会（第１回企画委員会準備、アンケート調査内容検討）

第 13回調査委員会（第１回企画委員会準備、アンケート調査内容検討）

第 1回企画委員会（文科省・杉浦企画官、玉川大学・山極教授、港区・

高橋教育長、JAPET・坂元会長出席の下、調査内容を検討・助言）

アンケート調査開始、現在、調査結果の集計及び内容分析

①全国県庁所在地及び政令指定都市、中核都市、東京都 23区、任意抽

　出の市の合計 262 箇所の教育委員会へのアンケート調査を実施

②全国の小・中学生を持つ保護者（３万人）へのWeb によるアンケー

　ト調査を実施

③JAPET 会員企業 183 社へのアンケート調査を実施

第 14回調査委員会（アンケート調査結果の報告）

第 15回調査委員会（報告書作成の方法等）

第 16回調査委員会（第２回企画委員会準備、資料の作成）

第２回企画委員会（調査結果の報告と調査のまとめについて指導・助言）

報告書作成

保護者に対するヒアリング調査実施

第３回企画委員会実施（平成 18年度報告書と次年度の計画について）

実施時期　　
平成 18年７月７日

７月 14日

７月 28日

８月 17日

９月 11日

９月 20日

10月３日

10月５日

10月 16日

10月 23日

11月１日

11月６日

11月 10日

11月 14日

11月～ 12月

平成 19年１月 23日

１月 31日

２月 13日

２月 15日

２月～３月

３月２日

３月 20日

【６】　実施スケジュール



　　②調査委員（調査協力者）

　　　　◎　安威　　誠　　　　学研教育総合研究所　所長

　　　　　　森田　和夫　　　　( 社 ) 日本教育工学振興会 (JAPET) 事務局長　

　　　　　　増田　迪博　　　　( 社 ) 日本教育工学振興会 (JAPET) 研究部長

　　　　　　加藤　信巳　　　　学研教育総合研究所　副所長兼脳力開発研究室長

　　　　　　古川　　隆　　　　学研教育総合研究所　教育情報研究室長

　　　　　　吉田　哲平　　　　学研教育総合研究所　文教政策研究室長

　　　　　　吉岡　史雄　　　　学研教育総合研究所　事務局

　　　　　　秋谷　俊之　　　　学研教育総合研究所　研究員

　　　　　　栗山　　健　　　　学研教育総合研究所　研究員

　　　　　　中島　新平　　　　学研教育総合研究所　研究員

　　　　　　長岡　平助　　　　学研教育総合研究所　研究員

　　　　　　清水　永正　　　　（財）才能開発教育研究財団　研究部長

　　　　　　市川　　泉　　　　（財）才能開発教育研究財団　主任研究員

　　③協力機関

　　　　　　東京都港区教育委員会

　　　　　　玉川大学学術研究所

　　　　　　（社）日本教育工学振興会（JAPET）

　　　　　　（財）才能開発教育研究財団

【８】　アンケート調査の実施について
　　平成 18年度は、平成 19年度から実証実験を予定している『 マグネットスクール 』の基礎調査

　を目的とし、主として、

　　①民間を導入した教育活動の現状

　　②『マグネットスクール』へのニーズ（学習内容、放課後・土日の学校施設利用ニーズ）

　　③『マグネットスクール』の諸課題・整備すべき条件

　に関するアンケート調査を、教育委員会、保護者、民間企業の 3分野を対象に実施した。

　①教育委員会へのアンケート調査を実施し、委託側のニーズ・課題を解明

　　　民間導入による教育活動はあまり進展していないのではないか、また、教育委員会や学校は、

　　児童生徒の安全管理や具体的な教育効果に関する課題を抱えているのではないかとの予測に基づ

　　き、アンケート項目を作成した。

　②保護者へのアンケート調査を実施し、利用者側のニーズ・課題を解明

　　　保護者は平日の放課後や土曜日の学校施設の活用に期待しているのではないか、また、多様な

　　学習内容を求めているのではないかとの予測に基づき、アンケート項目を作成した。

　③企業へのアンケート調査を実施し、実施協力者側のニーズ・課題を解明

　　　『 マグネットスクール 』を実施する際に、企業が保有するリソース（ノウハウ、人材等）の有

　　効活用が期待できるのではないか、また、それは企業にとってもメリットがあるとの予測に基づ

　　き、アンケート項目を作成した。



①教育委員会調査
　方法：郵送によるアンケート調査（アンケート用紙は p.55 ～ p.56 参照）

　対象：全国の政令指定都市、中核都市および、人口等により抽出した市教育委員会

　発送：262 教育委員会

　回収：128 教育委員会

　回収率：48.9％

　調査時期：平成 18年 11月

　調査内容：民間導入の現状、民間導入への期待度、民間導入時の運営条件等

②保護者調査
　方法：インターネットによる抽出調査（Web 画面と調査項目は p.57 ～ p.59 参照）

　対象：ターゲティングメールを管理する会社（様々なメールマガジンを吸収合併、会員は 100 万

　　　　人）の会員に対し、「現在、公立の小学校・中学校に子ども（調査対象は年長者１名）が通

　　　　っている保護者」「教育に興味がある」という条件から無作為抽出した保護者

　配信：30,000 人。子どもの年齢（①６～７歳、  ②８～９歳、  ③10 ～ 11 歳、  ④12 ～ 13 歳、  

　　　　⑤14～ 15歳）により５回×6,000 人

　　　　※会員１名につき１回配信となるよう調整して実施

　回収：828 人（有効回答）

　回収率：2.76％

　調査時期：平成 18年 12月

　調査内容：現在の学校の満足度，マグネットスクールへの期待，希望する運営条件等

　　　　　　（調査に際しては、調査会社名で発信し、当社の名は伏せております）

③企業調査
　方法：郵送によるアンケート調査（アンケート用紙は p.60 ～ p.61 参照）

　対象：( 社 ) 日本教育工学振興会（JAPET）会員企業（会員の内，メーカー会員等 183 社）

　発送：183 社（学校法人等含む）

　回収：63社（学校法人等含む）

　回収率：34.4％

　調査時期：平成 18年 12月

　調査内容：学校における民間導入への関心・期待度、マグネットスクールへの協力意識等

調査方法・手段の概要



第１章
調査結果についての考察



　現在、我が国は改正教育基本法の成立や教育

再生会議の一次まとめの提出がなされ、それら

を受けて第 4期中央教育審議会においては、教

育基本法で述べられた義務教育の目標などとの

関連に立った学校教育法の改正、教員免許更新

制に代表される教育職員免許法の改正、教育委

員会の改革と国の関与に代表される地方教育行

政法の改正等についての審議が行われ、本国会

に 3法案が提出されている。

　一方、我が国は、少子高齢化や団塊世代の大

量退職の時代背景の下にあって、子どもの学習

意欲の低下や子どもの学習離れ、思考離れ、知

離れ、読書離れの問題とそれに伴う学力の低下

の問題、教員の資質能力の低下の問題、早寝、

早起き、朝ご飯、学校給食費の滞納などに代表

される家庭の教育力・規範意識の低下の問題、

いじめや自殺などの問題、必修教科の未履修や

内申書の改ざんの問題等々、学校教育にかかわ

る大きな問題に直面している。

　平成 4年 9月から月 1回、平成 7年 4月か

らは月 2回という段階的に実施された学校週五

日制は、平成 14年度からすべての学校段階で

完全学校週五日制が実施されることになり現在

に至っている。完全学校週五日制は、学校、家

庭、地域社会が一体となってそれぞれの教育機

能を発揮する中で、子どもたちが自ら学び自ら

考える力や豊かな心、健康や体力など  ｢生きる

力｣  を育てることを目指したものである。その

ため、学習指導要領における各教科等の時間数

の縮減とそれに伴う教育内容の厳選が行われる

ことになった。ところが完全学校週五日制の下

での新教育課程が実施されてまもなく、いわゆ

る学力低下問題が叫ばれ始め、その矛先は各教

科等の時間数の縮減とそれに伴う教育内容の厳

選や総合的な学習の時間の設置、並びに子ども

の学習意欲の低下や思考力、読解力の低下、国

際的な学力テストの結果などに目を向けられて

いる。文部科学省も｢確かな学力｣を身に付けさ

せることの必要性及び学習指導要領が示す内容

を最低基準として位置づけ、それをすべての児

童生徒に確実に習得させるとともに、最低基準

をクリアーした児童生徒には発展的な学習とし

て学習指導要領の基準を超えた学習を行える措

置を講じた。それに対応して学校現場では習熟

の程度に応じた指導の実施や授業時間数を確保

するため夏休みを短縮したり、3学期制を 2学

期制にしたりするなど地域の実態に応じて多彩

な工夫が凝らされた。しかし、それらの施策は

いずれも学校教育の守備範囲内で考えられるも

のになっていた。

　アメリカのマグネットスクールは、その魅力

を基に学区外の生徒をマグネット (＝磁石 ) のよ

うに引き付ける公立学校のことで 1980 年代の

公立学校の学力低下や規範意識の衰退など学校

教育の質の低下等を問題視しその改革案を提起

した｢危機に立つ国家｣後に、チャータースクー

ル、バウチャー制度などとともに創設された。

例えば芸術や科学に特化した特色あるプログラ

ムを持つもの、学年混合クラスや 1学期制を採

用するなど様々あり、それぞれの特色を生かし

本調査から考察される
　マグネットスクールの役割と課題

山極　隆（玉川大学学術研究所教授）

　現在、我が国は改正教育基本法の成立や教育

■はじめに

　平成 4年 9月から月 1回、平成 7年 4月か

■学校教育の対応

　アメリカのマグネットスクールは、その魅力

■アメリカのマグネットスクール



て登校距離によってではなく広く学区から生徒

を集めることができるのがその特色である (p.18

の図参照） 。その中にあって近年、アメリカで

は伝統的に優秀な生徒、特定の分野に才能のあ

る生徒に特別の援助を行い、数学や科学、ある

いは芸術に重点を置いた学校が連邦政府の助成

を受け、マグネットスクールとして全国にでき

ている。我が国に当てはめるとスーパーサイエ

ンスハイスクール、スーパーイングリッシュハ

イスクールがマグネットスクールに当たる。マ

グネットスクールは有能な生徒を学区を超えて

引きつけその分野の超エリートを育てる学校、

すなわち有能な学生を引きつけ彼らの才能を伸

ばし、学校の質を高める学校としての意味合い

も強くなっている。

　我が国においては、学校教育の質を高め公教

育の信頼性を得る方法の一つとして、完全学校

週五日制発足時でも謳われたように、学校が地

域の教育力、家庭の教育力を活用し開かれた学

校に変革することが期待された。そのため、現

在、我が国の学校活動においても地域の人材や

民間企業などが持っている活力を引きつけ (＝

磁石 )、その協力を得て子どもの興味関心の高

まりや探究活動等を高める学習活動が盛んにな

っている。調査の結果を見ても民間企業が子ど

もの情報活用や科学実験等の分野で貢献し、将

来の人材育成の力になりたいということが滲み

出ている。また教育委員会も積極的である。す

なわち、我が国の場合は学校教育の場に民間活

力を投入し学校教育の質を高め子どもの才能を

豊かにすると言う意味でのマグネットスクール

の重要性があると言える。

　本調査のうち、教育委員会の調査結果にある

ように、土曜日の活動が子どもの居場所つくり

の視点から組織的に行われているところもある

が、多くは社会教育としての体験活動やスポー

ツ活動及びイベント的な活動が幾つかの地域に

おいて見られるというのが実態である (p.26 参

照） 。しかし、保護者による実態調査で分かっ

たことは、多くの保護者は土曜日の午前中に子

どもに勉強させたい、特に学力重視時代に突入

した現在、学校教育との関連を重視しつつ学校

での授業の補充や応用発展、学校ではなかなか

身に付かない、それでいて子どもの将来にとっ

て大切な学習を土曜日に求める機運が高まって

いる。それも、単なるイベント的ではなく、計

画性・継続性を持った体系的なプログラムの設

置、更には指導者も単なるボランティアではな

いその道のプロから学ぶ事を望んでいる。それ

は昨今見られる子どもの学習意欲の低下に関し

て、子どもの意欲、やる気、知的好奇心、学習

への積極的な取組を喚起する唯一の方法はその

道のプロから学ぶ、本物から学ぶ、子どもの時

から自然や芸術、スポーツなどの分野で本物に

触れさせる、本物に触れさせ感動を覚えさせる

事が子どもの意欲の向上に何よりも大切である

ことが分かったからである。

　現在、子どもに見られる理科離れ、自然離れ

にあっても、学校での理科授業に感動を覚えず、

学習意欲も湧かない子どもたちが、土曜日など

を使って科学館や大学等の施設でその道の達人

から科学実験を学んだりすると科学に夢中にな

るのは良く知られていることである。また、そ

こでの学習が契機となって科学の分野に進む子

どもも少なくない。

　また、学校にあっても民間活力や地域の人材

を完全学校週五日制と言った限られた時間・空

間の中に投入する、結果的に学校が益々忙しく

なると言ったことよりも、土曜日の午前中を活

用して第二の学び舎を創りそこで民間活力を生

かす、本来の学校と第二の学び舎を磁石のよう

に引きつける、このような我が国に適した未来

型マグネットスクールの創設が望まれる所であ

る。

　一方、大学や企業、研究所なども昨今社会貢

献や社会還元が重視され、学校教育等に人材を

　我が国においては、学校教育の質を高め公教

■民間活力の導入

　本調査のうち、教育委員会の調査結果にある

■放課後や土曜日の活用



講師として派遣したり、教材・教具を開発した

りするなど積極的に子どもとかかわろうとする

機運が高まってきた。特に団塊の世代の大量退

職によって生きがいを求め、彼らが永年培って

きた専門的技術・技能の一端を子どもの学習活

動に少しでも寄与したいという動きが加速化し

ている。それも閉ざされた正規の学校内でのお

手伝いという範疇を超えて第二の学び舎を創設

しそこで授業を行いたいという積極的な風潮が

起こり始めている。例えば、小学校に今度初め

て導入される英語においても、英語を使って長

年お仕事をしていた方、長年の外国生活などの

経験者が、担任が教える学校での英語の補助的

な役割としての協力の他に、第二の学び舎であ

る土曜学校の本格的なプロ教師として、子ども

たちに英語運用能力を培う、更にはそれらの学

習やスキルを通して外国事情や豊かな国際感覚

を身に付けさせ得ることが期待される。

　これからの我が国に求められるマグネットス

クールは、従来の学校と密接に連携する（引き

つける磁石の役割を持った）第二の学び舎を意

味している。保護者は圧倒的に放課後での学習

活動〔アフタヌーンスクール〕よりも土曜日の

午前中の〔土曜学校アカデミー〕を学習の機会

として望んでいる。土曜日の午前中を希望する

理由は従前では土曜日が登校日であったこと、

朝のまだ疲れが無い時の学習を望んでいるから

である。そして、そこではプロの指導者を引き

つける、本来の学校と相互に引きつけ共存する

第二の学び舎（土曜学校アカデミー）としての

マグネットスクール創設の意義があるのである。

　【施設】　：原則として子どもが慣れ親しんで

　いる学校の校舎を使うことが望ましい。この

　場合の管理責任者、光熱使用料などを検討し

　ておく必要がある。

　【費用】　：若干の月謝を出すことには抵抗は

　ないものの、何らかの継続的な公的な補助が

　期待されている。

　【開設主体者】　：公的には教育委員会が関与

　したり、またはNPO法人などしっかりした

　主体が必要である。

　【学習時間】　：前述したように原則として土

　曜日の午前中が望ましい。体験活動やスポー

　ツ活動等においては午後にまたがることも考

　えられる。

　【指導者】　：学校の教員は五日制勤務のため

　直接かかり合うことはできない。土曜学校ア

　カデミーの教員は、教員免許状を所持してい

　るか所持していないかに関係なく、その道の

　プロが関与することが望ましい。単なるボラ

　ンティアでないその道の達人である。（p.36

　参照）

　【小学校段階における教育内容】　：小学校段

　階では、基礎教科の演習、科学実験、英語運

　用学習、読書活動〔読解力を含む〕、情報活

　用実践学習、もの作り、芸術活動、スポーツ

　活動等が考えられ、単なるイベント的体験学

　習に限定する必要はない。そこで課題探究型

　の学力を身に付けさせたり、教科習得型の学

　力を確かなものにさせたりするなど骨太の学

　習活動が望まれる。

　【中学校段階における教育内容】　：中学校段

　階では、学校での学習を基礎にして、かつ上

　記小学校段階の学習内容に加えて、社会の仕

　組み、金融の世界、統計学の基礎、法律の基

　礎、人間の生き方などを位置づける。

　いずれも体系的・継続的なカリキュラムを作

成するとともに、教材も充実させ、児童生徒が

選択履修できるようにする。これらの学習を通

して身に付けるべき資質能力を明確にして事前

に示すようにすることが大切である。

　これからの我が国に求められるマグネットス

■本来の学校を引き付け共存する第二の
　学び舎としてのマグネットスクール



　本来の学校とマグネットスクールとしての第

二の学び舎（土曜学校アカデミー）とは、共存

の関係にある必要がある。現在の学校は完全学

校週五日制の下で学校の守備範囲が狭くなる中

で、子どもや保護者への対応、○○教育という

新しい教育の導入、地域や民間活力の導入、各

種調査依頼等など教員は多忙を極め、学校で大

切な基礎学力をすべての子どもに確実に身に付

けさせることも難しくなっている。本来の学校

本来の学校とマグネットスクールとしての第

■マグネットスクールとしての｢土曜
　学校アカデミー｣創設の下での本来
　の学校教育の役割

と第二の学び舎を引きつけ共存する（＝磁石）

土曜学校アカデミーの創設を契機に本来の学校

教育の役割を明確に位置づける必要がある。そ

れは学校教育の原点回帰の立場に立ち、学校教

育にあっては、基礎基本の徹底、基礎基本の反

復演習、基礎学力の充実並びに集団の中の躾な

ど、学校は本来の教育活動に専念する必要があ

る。そこでの教員は完全学校週五日制の下で使

命感・責任感、同僚性、専門性を遺憾なく発揮

するとともに、教員の授業力を向上させて教育

の質を高め、教育の結果を常時検証することを

通して学校の信頼性を取り戻すことが求められ

る。



　本来、自ら興味関心のある人文科学や自然科

学などから課題や疑問をもち、解決するための

方策などを練り上げ、解決に向けた主体的な学

びは楽しいものである。しかし、学び進めるた

めには、基礎的基本的な知識理解や技能の習得

が伴わなければならず、また学びに対する意欲

の向上や学習環境を整えることが必要である。

そのため港区は、平成 17年度から区立中学校

において「土曜特別講座」を実施している。こ

の目的は、区立のすべての中学生が基礎的基本

的な学習内容を習得するとともに、学び続ける

ための学習意欲の向上と毎日の学習習慣の確立

をめざしたものである。

　講座内容は、隔週で国語、数学、英語の３教

科を学年ごとに基礎コースと発展コースの 2コ

ースを設定している。その他の土曜日は自主学

習日として、講師は個別学習の支援を行うこと

にしている。中学生は月曜から金曜日の通常の

授業とは異なった教育環境、雰囲気の中で真剣

に学習に取り組んでいる。概ね生徒自身や保護

者、学校からの高い評価を得ている。

　今後は、小学生においても知的好奇心などを

高めるため、さまざまな分野において体験的な

講座などを民間の方や企業などの協力を得なが

ら進めることにしている。いずれにしても、こ

れらの事業を通して、子ども達が培った基礎学

力や知的好奇心をもとに、主体的に学び続け、

それぞれの個性や能力を伸ばすことを期待して

いる。

　生徒が基礎的基本的な学習内容を習得し、学

習意欲の向上や学習習慣を確立するためには、

よりよい学習空間の醸成が欠かせない。この学

習空間の醸成は指導者だけの努力だけでも生徒

だけでも構築できない。学ぶものと指導するも

のが、それぞれの存在と役割を認め、それぞれ

が積極的にその責務を果たすことが重要である。

この土曜講座では、まず指導者がこの講座の目

的と指導者の役割に加え、生徒側への積極的な

学習姿勢や学ぶものとしての相応しい態度を生

徒に求めている。工夫した学習内容を進めるこ

とはもとより、このような指導者と生徒のより

よい関係作りが学習効果をあげるためには、よ

り重要であることが改めて示されたと評価して

いる。

　土曜講座は教育課程に位置づけられた教育活

動ではないため、講座の参加は自由であり、欠

席に対する指導も学校の通常授業とは異なる。

そのため、講座担当の講師と学校側が参加生徒

の情報を共有しながら、生徒に対して出席を促

すための方策や協力体制を整えることが大きな

課題である。

　また、より一層生徒の学力を高め、学習意欲

の向上を促すためには、学校（教師）と講座運

営者（講師）との連携が重要である。そのため、

教師が本来勤務日ではない土曜講座における生

徒の学習状況や学習内容・方法を観察し通常の

授業に生かす工夫が求められている。

髙橋　良祐（東京都港区教育委員会教育長）

　本来、自ら興味関心のある人文科学や自然科

■港区における土曜授業の実践と仮説

　生徒が基礎的基本的な学習内容を習得し、学

■土曜授業実践例から見た効果と課題

髙橋　良祐（東京都港区教育委

教育現場からみた
　マグネットスクール像について



　学校週五日制は、学校、家庭、地域社会がそ

れぞれの役割を明確にし、それぞれが協力する

中で豊かな自然体験や社会体験など、さまざま

な活動の機会を子ども達に提供し、自ら学び自

ら考える力や豊かな人間性などの「生きる力」

をはぐくむことをねらいとしている。

　しかしながら現実においては、土曜日の児童

生徒の生活実態は必ずしも良好とはいえない状

況にあるという。家庭や地域において、子ども

達が主体的に体験活動する場や機会あるいは指

導者が少ないことが影響しているのではないだ

ろうか。そのこともあって、学校で土曜日に授

業や体験活動などを行ってほしいという声も多

く聞こえる。

　また、現行の学習指導要領は学校週五日制を

前提にして作成されており、現行法を変えない

限り学校において毎週土曜日に教育課程に位置

づけられた授業を定例的に行うことは困難であ

る。

　そこで、物的な教育環境が整っている学校を

主な学習活動の場として、教科以外の世の中の

さまざまな課題や子どもたちの興味や関心のあ

る学習にチャレンジする土曜の学校が求められ

ているのではないだろうか。

　子どもの目が輝き、食い入るように指導者の

話に聞き入る。子どもの目が一点を見つめ、指

先が繊細に動きながら物づくりに励む。何も聞

こえない何も話さない、よそ見もしないで一心

にノートに文字を書き込む。不思議そうな、楽

しそうな、驚いたような、そして真剣な子ども

達の変化に富んだ表情は、私たち大人を幸せに

する。

　「マグネットスクール」には、そんな子ども

たちの姿がたくさん見られそうだ。子どもの目

　学校週五日制は、学校、家庭、地域社会がそ

■今後の教育界にとっての土曜の学
　校の意義

　子どもの目が輝き、食い入るように指導者の

■  「マグネットスクール」への期待
　と課題

はごまかしが利かない鋭い目だ。一方、本物に

対する評価は極めて率直に全身を使っての賛辞

を惜しまない。だから、指導者たる大人は子ど

も以上に真剣にならざるを得ない。マグネット

スクールへは本物の講師が必要不可欠である。

子ども達と本物の講師とを、マグネットするコ

ーディネーターの育成と協力者の体制・組織作

りや安全性などなど課題となるだろう。



　今回の企業調査を総括的に要約すると、企業

の「民間活力導入による地域自立型の実体験学

習学校（マグネットスクール）」に対する期待

と取り組みへの姿勢が前向きであると想定でき

る。

　80％  に達する企業が、人材やノウハウを提

供する、しかも、正社員、OBや再雇用社員、

派遣社員までも動員することを考慮している。

もちろん、その際、地方自治体などの公的機関

が、運営管理責任を持ち、公的資金を提供し、

施設設備、人員に対する安全管理責任を果たす

ことが望まれている。具体的には、コンピュー

タ教室やコンピュータ等の学校の既存の施設・

設備を活用し、組織の持つ、人材やノウハウを

有効利用して、新たなビジネスの機会を探る意

図も見える。コストとしては、公的機関からの

予算提供、受益者負担などによる運営が期待さ

れ、事業を円滑に運営するための公益法人の関

与やサービスが望まれている。

　現行の学校教育は、週５日制をとり、以前に

比べ、授業時間を減らした「ゆとり」を重視す

る形態になっている。 このことを最近の学力低

下と直結させ、ドリルなどを主とする授業時間

増を望む意見が多い。本来ならば、今日の教育

は、週５日の学校での教育課程と土曜や休日な

どにおける地域主体の自由な学習活動とが統合

されて展開するはずであった。原点となる中央

教育審議会での議論では、この両者が関連並列

坂元　　（社団法人 日本教育工学振興会（JAPET）会長）坂元　　（社団法人 日本教育工

公益法人及び企業側からみた
　マグネットスクール

　今回の企業調査を総括的に要約すると、企業

■「企業調査」から見た企業の学校で
　の活動に対する取り組みの姿勢

　現行の学校教育は、週５日制をとり、以前に

■マグネットスクールの意義

することをいわば条件として、学校教育での週

５日制を認めた経緯があった。それが、堅固な

行政・管理・運営体制の備わっている学校での

教育のみが、充実先行し、学校 5日制と「ゆと

り教育」が、現実に展開することになった。そ

れに比べて、もう一方を受け持つはずの地域主

体の教育については、土曜・休日利用の地域に

おける教育課程の編成も、土曜・休日などの教

育行政・管理・運営に責任ある担当部局も明確

でなく、そのまま系統的な対応がなされてこな

かったのが現状である。

　ここに提案されるマグネットスクール構想は、

今日の教育の中ですでに実現していなければな

らない事項であり、今日の教育の歪みを是正す

る意味でも、その意義は極めて大きい。

　学校教育では、原則的に、日本全国の児童生

徒が、共通して身につけるべき基礎基本の学習

を担保することを受け持つ、それに対して、土

曜・休日などでは、地域主体の自由な学習活動

が展開される。補習教育，コンピュータ、自然

観察、ものつくり、伝統文化、野外体験、芸術、

スポーツなど、幅広い領域で、学校教師には十

分に指導できない内容を、地域社会のそれぞれ

の領域の専門家に依頼して、指導を受ける。地

域の学校や社会教育機関の施設設備を有効活用

して、公的資金と受益者の受講料一部負担など

により、健全な運営がなされる。その際、関係

者が協力して、各領域分野での地域に適した土

曜等カリキュラムを作り、指導者には、できる

だけ地域在住の領域専門家を発掘し、しかるべ

き謝金を支払い、指導を依頼する。

　このような運営を、円滑かつ効率的に行うに

は、全国各地域にネットワークをもつ公益法人

やNPO法人などの組織的仲介機能が要請され



■マグネットスクール導入の課題

る。

　企画のようなマグネットスクールを成功裡に

実現するには、解決すべき多くの課題がある。

第 1は、責任主体の明確化である。　　

　地方公的機関が最終責任主体となり、正規な

予算をもって事業を実施することを、関係者間

で了承をうる必要がある。

　そして、土曜などに使用することになる学校

の施設設備などについての整備保守管理・安全

管理を専門企業に委託し、管理責任を持たせ、

また、運営を、全国的なネットワークを持つ公

益法人、NPO法人 などに委託し、運営責任を

持たせることである。

第 2は、受け入れ側の環境整備である。

　教育委員会、学校、保護者、生涯学習機関な

どが主体的に事業に参画する仕組みを構築する

ことである。

第 3は、専門指導者の確保である。

　地域企業の持つ人材、地域に住む人材、専門

家、専門技術者、芸術家、スポーツマン、等の

リストを作りデータベース化し、e － ポートフ

ォリオ化して、地域内あるいは近隣地域の教育

委員会や関係者に提供する用意を調えることで

ある。

第 4は、利用可能な学習資源の整備である。

　地域や近隣地域の公民館、図書館、美術館、

博物館、科学館、企業、大学、専門学校、高等

学校など知的資源を持つ機関のリスト、データ

ベース、リポジトリー並びに、地域で活用でき

るウェッブ、オンライン、ホームページ、ビデ

オクリップ、DVD、その他資料のコンテンツに

関するリストやデータベースを整えることであ

る。

第 5は、財源の確保である。

　公的機関、民間団体、受益者からのコスト分

担を明確化し、実現することである。

第 6は、評価手順の明確化である。

　この事業についての評価基準を設定し、簡単

に評価できるようにし、マグネットスクールに

協力する学校は、学校評価の際、この事業への

協力を考慮に入れた取り扱いを受けるようにす

ることである。

第 7は、活動を持続させる手だての構築である。

　多様な背景をもつ大勢の人材に、多様な受講

者に適切に対応できる指導能力を効果的に研修

さすべきである。

第８は、これらのすべての要因を経営事務処理

するのに必要な運営システムを構築することで

ある。

　このような課題を、優先順位をつけて、段階

的に実践試行しつつ積み上げていくことが期待

される。

N

S

S
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総  括
　教育委員会調査では、全国 262 箇所の市区教育委員会にお尋ねし、

128 箇所の市区教育委員会（ヒアリング調査 1教育委員会を含む）から

回答を得ました。

　小学校、中学校で民間人や企業が講座・学習（教育課程外の授業）を

行っている市区教育委員会が  37.5％あり、その講座・学習では、多忙

な先生に代わって環境教育、科学実験教室、自然体験、食育、スポーツ

教室、伝統工芸教室、キャリア教育等々の体験学習を要望しています。

講座・学習を行っている民間人や企業は、個人、NPO法人、環境ネット

ワーク、体育協会、各種運動連盟、婦人会、保護者会、塾、発明クラブ

等々が支援しており、例えば、科学実験教室では、講座・学習の時間は

2時間程度が多く、使用している教材費も、公費、民間人及び企業の持

参、自己負担とほぼ同程度の割合で公教育として、財政の厳しさも窺え

ます。

　また、民間人や企業が講座・学習（教育課程外の授業）を行うことに

は、講座・学習を行う前の連絡（告知）、打ち合わせ、教材費、安全、

学校管理、教育課程やカリキュラムの整合性、民間人や企業が行う講座･

学習の評価、特定の業者の支援になる等々いろいろな課題があり、平成

10年 3月に文部省生涯学習局での教育行政機関と民間教育業者との連

携方策に関する調査研究協力者会議の「教育行政機関と民間教育業者と

の連携について」の報告書や、平成 17年 3月に全国都道府県教育長協

議会第３部会が調査しました「規制緩和･地方分権下における教育行政

のあり方」の外部機関等との協働における課題と同様な事柄が多いこと

が判明いたしました。

　上記の報告書にも記載されておりますが、教育委員会と民間教育事業

者（民間人や企業）は教育委員会（行政）が指導するという意識、態度

でなく、同等の立場で相談、折衝しあい、児童生徒の教育、学習を地域

社会が「総ぐるみ」で支援することだと思われます。



各  論 　各質問項目ごとに記載しました。

　１－１ 　貴教育委員会管内の小、中学校では『民間人や企業による講座・学習』を受け
入れていますか？

　　　　　項　目　　　　　　　回答数　割合（％）

①受け入れている　　　　　　　　48　　　37.5

　Ａ．すべての小学校、中学校　  （21）　　（16.4）

　Ｂ．限られた学校　　　　　　  （27）　　（21.1）

②受け入れていない　　　　　　　52　　　40.6

③検討中　　　　　　　　　　　　14　　　10.9

④考えていない　　　　　　　　　12　　　  9.4

⑤その他　　　　　　　　　　　  　2　　　  1.6

●回答数　　　　　　　128

　（複数回答なし）

①受け入れている

　Ａ．すべての小学校、中学校

①受け入れている

　Ｂ．限られた学校

②受け入れていない

③検討中

④考えていない

⑤その他

　「①受け入れている」と「 ②受け入れていない」がほぼ同じ割合ですが「②受け入れていな

い」の中には講座を（この質問では）「教育課程外の授業」としたために「②受け入れていな

い」と回答された教育委員会が散見されます。また、学校独自の判断で「受け入れている」が

教育委員会で把握しきれていない学校もあるように思われます。このことから「①受け入れて

いる」が多いのでないか推測されます。

※その他の意見（２件）・公民館をはじめとした社会教育施設において実施しており、学校施

設の活用は想定していない。・教育課程外の授業については、教育委員会として実態を把握し

ていない。

Commentコメント

16.4％

21.1％

40.6％

10.9％

9.4％

1.6％



　１－２ 　民間人及び各企業にお願いしたいことについてお尋ねいたします。
（複数回答可）

　　　　　お願いしたいこと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答数
①民間人や企業による講座・学習の事前告知を企業として徹底してほしい　　　　　　　　　　　　　34

②教材費を無料にしてほしい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38

③民間人や企業による講座・学習の事前打合せを綿密に行ってほしい　　　　　　　　　　　　　　　51

④限られた学校だけでなく、すべての学校にも民間人や企業による講座・学習を行ってほしい　　　　15

⑤民間人や企業による講座・学習の効果（民間人、企業としての）を知りたい　　　　　　　　　　　34

⑥ICT 教材を活用してほしい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 4

⑦児童、生徒の下校時に学校まで迎えに来て頂いている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  3

⑧民間人や企業による講座・学習の講師を紹介及び探して頂いている　　　　　　　　　　　　　　　17

⑨民間人や企業による講座・学習の助手をお願いしている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6

⑩その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16

●回答数　　　　　　　216　（複数回答あり）

　要望事項としては事前打ち合わせや事前告知、教材の無料化、講座･学習の効果が多く、その

他の意見（16件）には「③民間人や企業による講座・学習の事前打ち合せを綿密に行ってほし

い」と同様な意見（６件）が考えられます。

　また、「⑤民間人や企業による講座・学習の効果（民間人、企業としての）を知りたい」は民

間手法（PDCA サイクル）の教育評価を期待することが望まれていることがうかがえます。

Commentコメント

③民間人や企業による講座・学習の事前打合せを
　綿密に行ってほしい
②教材費を無料にしてほしい

①民間人や企業による講座・学習の事前告知を企
　業として徹底してほしい
⑤民間人や企業による講座・学習の効果（民間人、
　企業としての）を知りたい
⑧民間人や企業による講座・学習の講師を紹介及
　び探して頂いている
⑩その他

④限られた学校だけでなく、すべての学校にも民
　間人や企業による講座・学習を行ってほしい
⑨民間人や企業による講座・学習の助手をお願い
　している
⑥ICT 教材を活用してほしい

⑦児童、生徒の下校時に学校まで迎えに来て頂い
　ている。



　１－３ 　『民間人や企業による講座・学習』の障害になっていることについてお尋ねい
たします。（まとめ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  回答数　　割合（％）

①学校の教育課程やカリキュラムに合わせてほしい　　　　　　　　　　　19　　　　20.4

②学校安全や校舎管理に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　25　　　　27.0

③予算（講師料、教材費等）や財政に関すること　　　　　　　　　　　　13　　　　14.0

④学校（または教育委員会）との認識の違い　　　　　　　　　　　　　　  7　　　　  7.5

⑤講座が企業の有利な（営利的な）情報になってしまうのではないか　　　  7　　　　  7.5

⑥運営上の問題に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  9　　　　  9.7

⑦人的な負担が増えること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6　　　　  6.5

⑧わからない、回答ができない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  7　　　　  7.5

●回答数　　　　　　　93　（複数回答あり）

　平成 16年８月に全国都道府県教育長協議会第３部会が調査しました「規制緩和･地方分権下

における教育行政のあり方」の外部機関等との協働における課題と同様な事柄が多く、学校教

育への理解を得ることや予算 ( 財政）､安全､学校管理､時間帯の調整、事故発生時の対応、等々

が考えられます。

Commentコメント

②学校安全や校舎管理に
　関すること

①学校の教育課程やカリキュ
　ラムに合わせてほしい

③予算（講師料、教材費等）
　や財政に関すること

⑥運営上の問題に関する
　こと

⑦人的な負担が増えること

⑧わからない、回答ができない

④学校（または教育委員会）
　との認識の違い

⑤講座が企業の有利な（営
　利的な）情報になってし
　まうのではないか 27.0％

7.5％

20.4％

14.0％

9.7％

7.5％

7.5％
6.5％



　２－1 　貴教育委員会では、どのような『地域自立型の実体験学習学校』の講座を希望
されていますでしょうか。（複数回答可）

●回答数　　　　　　　236　（複数回答あり）

　希望する学習課題 ( 講座）は「③環境教育」「①科学教育・科学実験教室」「⑧自然体験学習」

の順になっており、理系の体験学習 ( 野外活動）が期待されています。また、学力向上の面から

「⑤特に算数・国語等の教科に関する指導」も多くなっております。

　※その他として、茶道部活動の指導、基礎学習の充実及び学習習慣の定義等。

Commentコメント

③環境教育

①科学教育・科学実験教室

⑧自然体験学習

②食　育

⑩スポーツ教室

⑬伝統工芸教室

⑥キャリア教育

⑤特に算数・国語等の教科に関する指導

④コンピュータ教育

⑪音楽教室

⑫絵画・美術教室

⑨防犯・防災教育

⑦経済・金融教育

⑮特別支援教育

⑯その他

⑭法教育

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数

①科学教育・科学実験教室

②食　育

③環境教育

④コンピュータ教育

⑤特に算数・国語等の教科に関する指導

⑥キャリア教育

⑦経済・金融教育

⑧自然体験学習

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数

⑨防犯・防災教育

⑩スポーツ教室

⑪音楽教室

⑫絵画・美術教室

⑬伝統工芸教室

⑭法教育

⑮特別支援教育

⑯その他

26

22

28

14

16

18

7

23

9

19

14

13

19

0
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　２－２ 　貴教育委員会では、管内で『地域自立型の実体験学習学校』と同様な『民間人
や企業による講座・学習』を行っているのはすべての学校（Ａ）、または限られ
た学校（Ｂ）でしょうか。

●回答数　　　　Ａ．すべての学校で行っている　　　  8

　　　　　　　　Ｂ．限られた学校で行っている　　　15　

　回答された４区 19市 ( 小学校 132 校、中学校 41校）では土曜日の補習教室や地域の高齢

者のボランティアによる寺子屋事業、等々の学習支援を行っています。

　また、全国的なNPO法人やボーイスカウト、ガールスカウト、等の教育団体が支援してい

ます。

Commentコメント

　教育委員会名

墨田区教育委員会

港区教育委員会

川崎市教育委員会

常滑市教育委員会

淡路市教育委員会

出雲市教育委員会

廿日市市教育委員会

中津市教育委員会

前橋市教育委員会

狭山市教育委員会

北区教育委員会

文京区教育委員会

三鷹市教育委員会

金沢市教育委員会

藤枝市教育委員会

西尾市教育委員会

堺市教育委員会

尼崎市教育委員会

南あわじ市教育委員会

岡山市教育委員会

呉市教育委員会

宇城市教育委員会

熊本市教育委員会

回答をいただいた教育委員会の小学校数、中学校数

都道府県

東京都

神奈川県

愛知県

兵庫県

島根県

広島県

大分県

群馬県

埼玉県

東京都

石川県

静岡県

愛知県

大阪府

兵庫県

岡山県

広島県

熊本県

　　　　小学校数

土曜の補習教室（国語、算数、数学、英語）として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10校

児童・生徒の学習支援を行っている。

市内40の小学校で児童の学習支援（寺子屋事業）に取り組んでいる。

Ａ　

す
べ
て
の
学
校　
　
　
　
　

Ｂ　

限
ら
れ
た
学
校

中学校数

1校

9校

2校

15校

3校

5校

3校

21校

6校

1校

8校

1校

10校

7校

1校

20校

6校

2校

2校



　２－３ 　２－２での『地域自立型の実体験学習学校』と同様な『民間人や企業による講
座・学習』を行っている企業名及び団体名を具体的に分かる範囲でご記入くださ
い。

●回答数　　　　Ａ．すべての学校で行っている　　　  7

　　　　　　　　Ｂ．限られた学校で行っている　　　14　

　回答された４区 17市では、11メーカー 57団体になり、地域との密着した団体が多く、公

教育のバックアップ体制が進んでいるように思えます。また、全国的なNPO法人やボーイス

カウト、ガールスカウト、婦人会、老人会、体育協会、各種運動連盟、環境ネットワーク、発

明クラブ等の教育団体が支援しています。

Commentコメント

　教育委員会名
墨田区教育委員会
港区教育委員会
川崎市教育委員会
常滑市教育委員会
淡路市教育委員会
出雲市教育委員会
中津市教育委員会
前橋市教育委員会
狭山市教育委員会
北区教育委員会
文京区教育委員会
三鷹市教育委員会

金沢市教育委員会
藤枝市教育委員会
西尾市教育委員会

堺市教育委員会

尼崎市教育委員会
岡山市教育委員会

丸亀市教育委員会
宇城市教育委員会
熊本市教育委員会

回答をいただいた教育委員会と企業名及び主な団体名

都道府県
東京都

神奈川県
愛知県
兵庫県
島根県
大分県
群馬県
埼玉県
東京都

石川県
静岡県
愛知県

大阪府

兵庫県
岡山県

香川県
熊本県

　　　　　　企業名及び団体名
個人
早稲田アカデミー
東京電力、東京ガス、富士通、理想科学工業、三洋電機
デンソー、ライオンズクラブ、○○共同組合
いきいき学校応援団、漁業組合、美術館
教育委員会主導で、民間人（元教員等）に依頼
ほとんどが個人
寺子屋事業（地域の高齢者等がボランティアとして）
キッズクラブ
○○寺子屋運営委員会
NPO○○教育トラスト、NPO環境ネットワーク○○
㈱ CSKホールディングス、日本ヒューレット・パッカード㈱、
日本 3Ｂ体操協会、日本フットボール協会、FC東京、
一輪車協会、NPOテニスネットワーク、アトリエ○○、
科学体験クラブ○○、NPOシニア SOHO普及サロン○○
（財）○○子ども科学財団
○○大学
弓道連盟、柔道連盟、剣道連盟、各文化教室、陸上連盟、
野球協会、バスケットボール協会、卓球協会、バレーボール協会、
ソフトテニス協会、ゲートボール協会、バドミントン協会など
○○ヒューマンサービス㈱、大阪 YMCA、
○○放課後ルーム運営委員会
○○応援団
○○桃太郎太鼓、婦人会、クラレ㈱、○○の中山を守る会、
○○市少年少女発明クラブ、スポーツクラブ、文化クラブ、
小鳥の森文庫、ポケット文庫、裏千家茶道
NPO法人○○
地域婦人会、老人会
民間人、地域団体（PTA，子ども会、体育協会など）

Ａ　

す
べ
て
の
学
校　
　

Ｂ　

限
ら
れ
た
学
校

※○○…固有名詞を伏せています。



　２－４ 　２－１で、  「①  科学教育・科学実験教室」を選ばれた貴教育委員会にお尋ねい
たします。（まとめ）

●回答数　　　　９市区で小学校 13校、中学校５校

　回答された 2区 7市 ( 小学校 13校、中学校 5校）では、1メーカー 4団体になり、時間は約

2時間で教材費は公費、私費、企業から持参がほぼ同じ割合です。

　地方財政の厳しさもあるのではないかと思われます。

Commentコメント

Ａ．具体的に科学教育・科学実験教室を行っている学校名、企業名を分かる範囲で教えて
　ください。

企業、団体は４団体でした。

Ｂ．毎月の講座数（時間数）

毎月の講座の時間数は、２時間が一番多い結果でした。

Ｃ．使用されている教材費の負担についてお尋ねいたします。

　　教材費の負担　　　　　　　　　　　　回答数

①市費（公費）で　　　　　　　　　4

②校費（PTA費他）で　　　　　　   －

③企業からの持参で　　　　　　　　4

④その他　　　　　　　　　　　　　5 　　　　（自己負担　　　　3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市費と自己負担　2）



総  括
　　　　　　　　　　小中学生の子どもがいる保護者を対象にインターネット調査（以下ネット

　　　　　　　　　調査）を実施、828 人の有効回答を得ました。さらにその結果に対し、座談

　　　　　　　　　会（８名）によるヒアリングを実施、データの検証を試みました。

　　　　　　　　　　まず今の学校に対する満足度に関し、ネット調査では７割が満足と常識的

な回答を得ました。ヒアリングではテーマ個別に聞くと違うデータが出るのでは？　という指摘

がありました。とくに、教員の質の格差に対する懸念が聞かれました。

　学校への改善点では、   「学力の向上」「放課後や土日に学べること」「いじめ対策」などに多く

の要望が寄せられました。ヒアリングでは、このほかに「放課後子どもの居場所がほしい」   「校

庭での子どものセキュリティを高めてほしい」といった意見が出ました。

　 「マグネットスクールで何を習わせたいか？」というネット調査による質問では、次のような

回答を得ました。

　小学生の子どもをもつ保護者で多かったのは、主要教科では算数・国語の補習と発展学習でし

た。それ以外では「科学の実験教室」、「作文教室」、「自然体験教室」、「身を守ることの意識を高

める教育」、「スポーツ教室」、「地球を大事にすることを学ぶ教育」等でした。基礎学力と自然科

学系の体験学習への希望が多いことが分かりました。

　中学生の子どもをもつ保護者の回答で多かったのは、主要教科では数学・国語の補習と英語の

補習と発展学習でした。それ以外では、「資格を取ろう」、「コンピュータに強くなろう」、「仕事

って何なのか体験的に学ぶ教育」、「科学の実験教室」、「作文教室」等でした。英語を含めた基礎

学力と社会性や社会的能力を高める教育に対し希望が多く集まりました。

　教科への希望について、ヒアリングでは「学校の授業だけでは不十分」といった意見が出まし

た。しかし、すでに通っている塾との兼ね合いが指摘され、むしろ学校で学べないこと、今しか

体験できないことを希望するといった意見が聞かれました。

　ネット調査でも、マグネットスクールに通わせる目的として、「日常できないようなことを体

験させたい」とか「個性や能力を伸ばしたい」といった項目がトップでした。

　マグネットスクールのイメージは、運営団体が財団法人やNPOなどの公共性の高い機関、講

師は「その道の達人」や専門家やプロ、土曜日の半日開講し、１回の授業の費用としては 300

～ 1000 円ぐらいが適当と考えられています。ヒアリングでも講師としては、外部の人材、年齢

が若い、専門家といった希望が多くありました。以下、ネット調査によると、条件として「一定

期間続けること」「子どもの様子や態度についての連絡」が求められ、保護者の協力としては、

「子どもたちの送り迎え」や「教室や会場の準備」とともに「授業や講習において講師のサポー

ト」を希望する保護者も多くおりました。

　希望するプログラムでもっともニーズが多かった「科学の実験教教室」に対しては、回答者の

ほぼ全員が何らかの理由で「実際に子どもを通わせたい」と考えていました。そのときに期待す

ることは、「科学への興味関心を深めてほしい」や「科学への知識を深めてほしい」といったこ

とで、広い意味で教養的な教室（学習プログラム）が望まれているようです。



　１－１ 　現在、お子さまが通われている学校への満足度に関し、該当するものにしるし
をつけてください。

●回答数　　　　　　　828　（複数回答なし）

　「おおいに満足」「やや満足」も含めると、子どもが通っている学校に「満足」している保護者
は、全体の 70％  に及んでいます。学校への満足度についてはすでに行われている調査と同様、
７～８割が満足という結果が出ています。それゆえ今回の数字も常識的な結果と考えられます。

Commentコメント

　　　項　目　　　　　回答数　　割合 (％)

①おおいに満足

②満足

③やや満足

④やや不満足

⑤不満足

⑥おおいに不満足

18

227

329

172

51

31

2.2

27.4

39.7

20.8

6.2

3.7

③やや満足

②満足

④やや不満足

⑤不満足　6.2％

⑥おおいに不満足　3.7％ ①おおいに満足
　2.2％

　１－２ 　今の小・中学校において改善すべき点があれば、下記の中からお選びください。
（複数回答可）

　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　回答数

①学力の向上を図ってほしい

②いじめ対策など生徒指導に力を入れてほしい

③先生が多忙なので負担を減らしてあげてほしい

④学校長のリーダーシップを強めてほしい

⑤学校の情報を保護者や地域にもっと公開してほしい

⑥学校施設を地域にもっと開放してほしい

⑦学校に外部の人材などをもっと取り入れてほしい

⑧放課後や土日も、希望する子どもは学校で学べるようにしてほしい

⑨その他

　学校に改善してほしいことでは「学力の向上を図ってほしい」が 408 人で全回答者（828 人）
のうち 49％の人が選択しました。２位は「放課後や土日も、希望する子どもは学校で学べる～」
（364 人・44％）でした。
　３位の「いじめ対策～」（348 人・42％）については、調査が「いじめによる自殺問題」がメ
ディアで盛んに取り上げられた時期と重なった影響があると思われます。４位の「学校の情報を
～」（276 人・33％）や５位の「学校に外部の～」（214 人・26％）など、開かれた学校を望む声
も相当数いることが分かりました。
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348

135
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71
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　　　　　　　　　　　 408
　　　　　　　　　　  364
　　　　　　　　　　  348
　　　　　　　276
　　　　　214
　  138
　  135
  85
  71

●回答数　　　 　　2,039　（複数回答あり）

各  論 　各質問項目ごとに記載しました。

39.7％

27.4％

20.8％



　２－１ 　もし、お子さまをこの「第二の学校」（仮称）で習わせるとしたら，何を強く
希望しますか？（複数回答可）

●回答数　　　　　　　1,339　（複数回答あり）

　　　項　目　　　　　回答数

①国語の補習

②国語の発展学習

③算数の補習

④算数の発展学習

⑤理科の補習

⑥理科の発展学習

⑦社会の補習

⑧社会の発展学習

226

212

273

244

66

153

54

111

　小学生の子を持つ保護者（509 人）の半数以上の 273 人（54％）が、算数の補習を選択しま
した。２位は算数の発展学習（244 人・48％）、３位は国語の補習（226 人・45％）、4位は国
語の発展学習（212 人・42％）と算国に対するニーズが強いという結果が出ました。
　次に、「１－２」で「放課後、土日に～」を選択した回答者 364 人は、１位算数の補習、２位
国語の補習とより補習を選ぶ傾向にありました。
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③算数の補習

④算数の発展学習

①国語の補習

②国語の発展学習

⑥理科の発展学習

⑧社会の発展学習

⑤理科の補習

⑦社会の補習
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　　　　　　　　　　　　273

　　　　　　　　　　　244

　　　　　　　　　　　226

　　　　　　　　　212

　　　　　  153

　　   111

 66

54

1-2（p.29，以下同様）で「放課後や土日も希望する子どもは学校で学べるように
してほしい」を選んだ回答者が、「第二の学校」に何を希望しているか？

　　　項　目　　　　　回答数

①国語の補習

②国語の発展学習

③算数の補習

④算数の発展学習

⑤理科の補習

⑥理科の発展学習

⑦社会の補習

⑧社会の発展学習

119

89

142

112

37

60

33

49

●回答数　　641　（複数回答あり）

③算数の補習
①国語の補習
④算数の発展学習
②国語の発展学習
⑥理科の発展学習
⑧社会の発展学習
⑤理科の補習
⑦社会の補習

0 30 60 90 120 150

　　　　　　　　　  142
　　　　　　　119
　　　　　　　112
　　　　　89
　　　60
　　49
  37
33

　小学校／主要４教科

*
＊ネット調査では「マグネットスクール」を「第二の学校」
　に置き換えて調査しております。



　２－１ 　もし、お子さまをこの「第二の学校」（仮称）で習わせるとしたら，何を強く
希望しますか？（複数回答可）

●回答数　　　　　　　879　（複数回答あり）

　　　項　目　　　　　回答数
①国語の補習
②国語の発展学習
③数学の補習
④数学の発展学習
⑤理科の補習
⑥理科の発展学習
⑦社会の補習
⑧社会の発展学習
⑨英語の補習
⑩英語の発展学習

104
67
170
99
39
51
34
30
169
116

　中学生の子を持つ保護者（319 人）の半数以上の 170 人（53％）が、数学の補習を選択しま
した。２位は英語の補習（169 人・53％）、３位は英語の発展学習（116 人・36％）、4位は国
語の補習（104 人・33％）と、数学と英語の補習に対するニーズが際立っています。
　次に、「１－２」で「放課後や土日に～」を選択した回答者 364 人は、１位英語の補習、２位
数学の補習に次いで３位に国語の補習が選ばれたことが「２－１」と異なる結果でした。

Commentコメント

③数学の補習
⑨英語の補習
⑩英語の発展学習
①国語の補習
④数学の発展学習
②国語の発展学習
⑥理科の発展学習
⑤理科の補習
⑦社会の補習
⑧社会の発展学習

1-2 で「放課後や土日も希望する子どもは学校で学べるようにしてほしい」を選ん
だ回答者が、「第二の学校」に何を希望しているか？

　中学校／主要５教科

　　　　　　　　　　　 170
　　　　　　　　　　　 169
　　　　　　　116
　　　　　　104
　　　　　　99
　　　67
　　51
　  39
　  34
30

　　　項　目  　　　  回答数
①国語の補習
②国語の発展学習
③数学の補習
④数学の発展学習
⑤理科の補習
⑥理科の発展学習
⑦社会の補習
⑧社会の発展学習
⑨英語の補習
⑩英語の発展学習

59
26
79
39
24
19
16
11
81
39

●回答数　　393　（複数回答あり）

⑨英語の補習
③数学の補習
①国語の補習
④数学の発展学習
⑩英語の発展学習
②国語の発展学習
⑤理科の補習
⑥理科の発展学習
⑦社会の補習
⑧社会の発展学習

　　　　　　　　　　　81
　　　　　　　　　　　79
　　　　　　　　59
　　　　　39
　　　　　39
　　  26
　　 24
      19
　  16
 11



　２－1 　もし、お子さまをこの「第二の学校」（仮称）で習わせるとしたら，何を強く
希望しますか？（複数回答可）

●回答数　　　　　　2,626　（複数回答あり）

　　　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答数
①みんなで読書
②作文力向上計画
③科学の実験教室（大気圧のふしぎ実験等）
④脳を活性化させよう（ゲームで脳元気等）
⑤資格を取ろう（英検、漢検、日本語運用能力検定等）
⑥コンピュータに強くなろう（ワードの使い方、コンピュータの製作等）
⑦テレビとの上手な付き合い方（CM制作の裏側等）
⑧地球を大事にすることを教える（温暖化、エネルギー問題等）
⑨仕事って何なのか体験的に教える（企業の社長さんに聞く、起業シミュレーションゲーム等）
⑩経済・金融のしくみを体験的に教える（消費者、投資教育等）
⑪法律制度のしくみを体験的に教える（陪審制の導入について等）
⑫食べることの重要さを教える（脳が元気になる食事のとり方等）
⑬身を守ることの意識を高める（通学時の防犯、震災時の対応等）
⑭特別支援を必要としている子どもたちへの教育（LD、ADHD等軽度発達障害の児童への対応）
⑮社会への奉仕活動（環境保全、高齢者介護等）
⑯自然体験学習（昆虫採集、飼育、栽培、気象観測等）
⑰伝統芸能・工芸の学習（地元のお囃子、祭り、民芸製作等）
⑱伝承あそび（竹とんぼ、たこあげ、石蹴り、お手玉、あやとり等）
⑲野外文化活動（野外生活体験、耐久徒歩、地域調査・環境認識等）
⑳スポーツ教室（水泳、野球、サッカー等）
　音楽教室（ピアノ、ギター、ボーカル等）
　芸術・ものづくり教室（デッサン、ロボット製作等）
　その他

90
192
198
137
119
148
18
164
151
66
43
136
166
43
111
181
72
105
121
166
85
107
7

　小学校／主要４教科以外のプログラム

③科学の実験教室
②作文力向上計画
⑯自然体験学習

⑬身を守ることの意識を高める
⑳スポーツ教室

⑧地球を大事にすることを教える
⑨仕事って何なのか体験的に教える

⑥コンピュータに強くなろう
④脳を活性化させよう

⑫食べることの重要さを教える
⑲野外文化活動
⑤資格を取ろう

⑮社会への奉仕活動
芸術・ものづくり教室

⑱伝承あそび
①みんなで読書

音楽教室
⑰伝統芸能・工芸の学習

⑩経済・金融のしくみを体験的に教える
⑪法律制度のしくみを体験的に教える

⑭特別支援を必要としている子どもたちへの教育
⑦テレビとの上手な付き合い方

その他
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　198
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　　　　　　　　　　　　　　　　151
　　　　　　　　　　　　　　　　148
　　　　　　　　　　　　　　　137
　　　　　　　　　　　　　　　136
　　　　　　　　　　　　121
　　　　　　　　　　　　119
　　　　　　　　　　　111
　　　　　　　　　　　107
　　　　　　　　　　　105
　　　　　　　　　　90
　　　　　　　　 85
　　　　　　　72
　　　　　　  66
　　　　　43
　　　　　43
　18
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●回答数　　　1,278　（複数回答あり）
　　　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　 回答数
①みんなで読書
②作文力向上計画
③科学の実験教室（大気圧のふしぎ実験等）
④脳を活性化させよう（ゲームで脳元気等）
⑤資格を取ろう（英検、漢検、日本語運用能力検定等）
⑥コンピュータに強くなろう（ワードの使い方、コンピュータの製作等）
⑦テレビとの上手な付き合い方（CM制作の裏側等）
⑧地球を大事にすることを教える（温暖化、エネルギー問題等）
⑨仕事って何なのか体験的に教える（企業の社長さんに聞く、起業シミュレーションゲーム等）
⑩経済・金融のしくみを体験的に教える（消費者、投資教育等）
⑪法律制度のしくみを体験的に教える（陪審制の導入について等）
⑫食べることの重要さを教える（脳が元気になる食事のとり方等）
⑬身を守ることの意識を高める（通学時の防犯、震災時の対応等）
⑭特別支援を必要としている子どもたちへの教育（LD、ADHD等軽度発達障害の児童への対応）
⑮社会への奉仕活動（環境保全、高齢者介護等）
⑯自然体験学習（昆虫採集、飼育、栽培、気象観測等）
⑰伝統芸能・工芸の学習（地元のお囃子、祭り、民芸製作等）
⑱伝承あそび（竹とんぼ、たこあげ、石蹴り、お手玉、あやとり等）
⑲野外文化活動（野外生活体験、耐久徒歩、地域調査・環境認識等）
⑳スポーツ教室（水泳、野球、サッカー等）
　音楽教室（ピアノ、ギター、ボーカル等）
　芸術・ものづくり教室（デッサン、ロボット製作等）
　その他

18
47
56
30
35
40
4
39
42
22
11
30
39
15
32
43
18
23
33
36
20
27
3

1-2 で「放課後や土日も希望する子どもは学校で学べるようにしてほしい」を選ん
だ回答者が、「第二の学校」に何を希望しているか？

　小学生の子をもつ保護者（509 人）の希望は、１位「科学の実験教室」（198 人・39％）、2位
「作文向上計画」（192 人・38％）、3位「自然体験学習」（181 人・36％）、４位「身を守ること
の意識を高める教育」、「スポーツ教室」（166 人・33％）、６位「地球を大事にすることを教える
教育」（164 人・32％）でした。自然科学系の体験学習が上位に多く選ばれているのが特色です。
１－２で「土曜日・放課後～」を選択した回答者は、２－１とほぼ同様の傾向を示していました。

Commentコメント

②作文力向上計画
③科学の実験教室
⑯自然体験学習
⑳スポーツ教室
⑬身を守ること
⑥コンピュータ
⑨仕事って何なのか
⑧地球を大事に
④脳を活性化
⑤資格を取ろう
⑫食べること
⑲野外文化活動
　芸術・ものづくり
⑮社会への奉仕活動
⑱伝承あそび
①みんなで読書
　音楽教室
⑰伝統芸能・工芸
⑩経済・金融
⑭特別支援
⑪法律制度
⑦テレビ
　その他
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　２－1 　もし、お子さまをこの「第二の学校」（仮称）で習わせるとしたら，何を強く
希望しますか？（複数回答可）

●回答数　　　　　　1,415　（複数回答あり）

　　　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答数
①みんなで読書
②作文力向上計画
③科学の実験教室（大気圧のふしぎ実験等）
④脳を活性化させよう（ゲームで脳元気等）
⑤資格を取ろう（英検、漢検、日本語運用能力検定等）
⑥コンピュータに強くなろう（ワードの使い方、コンピュータの製作等）
⑦テレビとの上手な付き合い方（CM制作の裏側等）
⑧地球を大事にすることを教える（温暖化、エネルギー問題等）
⑨仕事って何なのか体験的に教える（企業の社長さんに聞く、起業シミュレーションゲーム等）
⑩経済・金融のしくみを体験的に教える（消費者、投資教育等）
⑪法律制度のしくみを体験的に教える（陪審制の導入について等）
⑫食べることの重要さを教える（脳が元気になる食事のとり方等）
⑬身を守ることの意識を高める（通学時の防犯、震災時の対応等）
⑭特別支援を必要としている子どもたちへの教育（LD、ADHD等軽度発達障害の児童への対応）
⑮社会への奉仕活動（環境保全、高齢者介護等）
⑯自然体験学習（昆虫採集、飼育、栽培、気象観測等）
⑰伝統芸能・工芸の学習（地元のお囃子、祭り、民芸製作等）
⑱伝承あそび（竹とんぼ、たこあげ、石蹴り、お手玉、あやとり等）
⑲野外文化活動（野外生活体験、耐久徒歩、地域調査・環境認識等）
⑳スポーツ教室（水泳、野球、サッカー等）
　音楽教室（ピアノ、ギター、ボーカル等）
　芸術・ものづくり教室（デッサン、ロボット製作等）
　その他

40
99
99
77
123
114
3
74
110
58
27
55
78
25
93
63
26
24
51
77
44
52
3

　中学校／主要５教科以外のプログラム

⑤資格を取ろう
⑥コンピュータに強くなろう

⑨仕事って何なのか体験的に教える
②作文力向上計画
③科学の実験教室

⑮社会への奉仕活動
⑬身を守ることの意識を高める

④脳を活性化させよう
⑳スポーツ教室

⑧地球を大事にすることを教える
⑯自然体験学習

⑩経済・金融のしくみを体験的に教える
⑫食べることの重要さを教える

芸術・ものづくり教室
⑲野外文化活動

音楽教室
①みんなで読書

⑪法律制度のしくみを体験的に教える
⑰伝統芸能・工芸の学習

⑭特別支援を必要としている子どもたちへの教育
⑱伝承あそび

⑦テレビとの上手な付き合い方
その他
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●回答数　　　　650　（複数回答あり）
　　　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答数
①みんなで読書
②作文力向上計画
③科学の実験教室（大気圧のふしぎ実験等）
④脳を活性化させよう（ゲームで脳元気等）
⑤資格を取ろう（英検、漢検、日本語運用能力検定等）
⑥コンピュータに強くなろう（ワードの使い方、コンピュータの製作等）
⑦テレビとの上手な付き合い方（CM制作の裏側等）
⑧地球を大事にすることを教える（温暖化、エネルギー問題等）
⑨仕事って何なのか体験的に教える（企業の社長さんに聞く、起業シミュレーションゲーム等）
⑩経済・金融のしくみを体験的に教える（消費者、投資教育等）
⑪法律制度のしくみを体験的に教える（陪審制の導入について等）
⑫食べることの重要さを教える（脳が元気になる食事のとり方等）
⑬身を守ることの意識を高める（通学時の防犯、震災時の対応等）
⑭特別支援を必要としている子どもたちへの教育（LD、ADHD等軽度発達障害の児童への対応）
⑮社会への奉仕活動（環境保全、高齢者介護等）
⑯自然体験学習（昆虫採集、飼育、栽培、気象観測等）
⑰伝統芸能・工芸の学習（地元のお囃子、祭り、民芸製作等）
⑱伝承あそび（竹とんぼ、たこあげ、石蹴り、お手玉、あやとり等）
⑲野外文化活動（野外生活体験、耐久徒歩、地域調査・環境認識等）
⑳スポーツ教室（水泳、野球、サッカー等）
　音楽教室（ピアノ、ギター、ボーカル等）
　芸術・ものづくり教室（デッサン、ロボット製作等）
　その他
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1-2 で「放課後や土日も希望する子どもは学校で学べるようにしてほしい」を選ん
だ回答者が、「第二の学校」に何を希望しているか？

　中学生の子をもつ保護者（319 人）は、1位は「資格をとろう」（123 人・39％）、２位が「コ
ンピュータに強くなろう」（114 人・36％）、3位が「仕事って何～」（110 人・34％）、４位が
「作文力向上計画」、「科学の実験教室」（99人・31％）、６位が「社会への奉仕活動」（93人・
29％）といった、実用的・社会的なプログラムを選択する傾向にあるようです。
　１－2で「放課後、土日～」を選択した回答者は、「科学の実験教室」や「作文力向上計画」
をより重視する傾向がありました。

Commentコメント

③科学の実験教室
⑤資格を取ろう
②作文力向上計画
⑨仕事って何なのか
⑮社会への奉仕活動
⑥コンピュータ
⑬身を守ること
④脳を活性化
⑧地球を大事に
⑯自然体験学習
⑳スポーツ教室
⑩経済・金融
⑫食べること
⑲野外文化活動
　音楽教室
　芸術・ものづくり
①みんなで読書
⑪法律制度
⑰伝統芸能・工芸
⑱伝承あそび
⑭特別支援
　その他
⑦テレビ
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　２－２ 　講師としてどのような人たちが良いと思いますか？
（複数回答可）

●回答数　　　　　　　1,824　（複数回答あり）

　１位は「その道の達人」（606 人・73％）、２位は「専門家・プロ」（566 人・68％）と、いず

れも回答者（828 人）の７割前後が選択、専門的能力・知識のある講師を求める傾向にあるよう

です。

Commentコメント

　　　項　目　　　　　　　　　　  回答数

①専門家、プロ

②その道の達人（一芸に秀でた人たち）

③元教師や退職校長

④塾の講師

⑤学生

⑥その他

566

606

292

133

23

204

　２－３ 　もし、お子さまを「第二の学校」に通わせるとしたら、その目的は何でしょう
か？　（複数回答可）

　　　　　　項　目　　　　　　　　　  　   回答数

①学力を伸ばしたい

②個性や能力を伸ばしたい

③レベルの高い専門家の方々に習わせたい

④日常できないようなことを体験させたい

⑤友だちを増やしてほしい

⑥地域の様々な人たちと触れ合ってほしい

⑦土曜日（日曜日）を有効に過ごさせたい

⑧その他

　「日常体験できないようなことを体験させたい」が 559 人・68％、次いで「個性や能力を伸ば

したい」が 502 人・61％を占め、群を抜いています。先の「学校の改善すべき点」で「学力の

向上」が１位でしたが、実際に放課後、土日に子どもに習わせるという質問では、「学力を伸ばし

たい」は３位で 312 人、回答者の 38％でした。また、土曜日（日曜日）を有効に過ごさせたい

（279 人・34％）、地域の様々な人たちと触れ合ってほしい（275 人・33％）も多く、週５日制

導入時の本来の趣旨が現時点ではまだ十分に実現されていないことがうかがえます。

Commentコメント

　312

502

123

559

230

275

279

7

●回答数　　　　　　　2,287　（複数回答あり）

②その道の達人

①専門家、プロ

③元教師や退職校長

⑥その他

④塾の講師

⑤学生

④

②

①

⑦

⑥

⑤

③

⑧
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　２－４ 　「第二の学校」でどのくらいの時間、授業や講習を受けさせたいですか？
（複数回答可）

●回答数　　　　　　　1,520　（複数回答あり）

　土曜日の半日が圧倒的多数（576 人・70％）でした。「土曜の授業の復活」は自由回答でも多

く見られ、マグネットスクールに対するイメージは、「土曜学校」と重なっているようです。

Commentコメント

　　　項　目　         　　  回答数

①放課後１時間程度

②放課後２時間程度

③放課後３時間程度

④土曜日は半日

⑤土曜日は１日

⑥日曜日は半日

⑦日曜日は１日

⑧希望する授業や講習のみ

278

174

14

576

62

168

18

230

　２－５ 　「第二の学校」をどのような団体に運営してほしいですか？
（複数回答可）

　　　　　　項　目　  　　　　　　回答数

①教育関係の財団やNPOなどの非営利団体

②地域住民の組織

③教育に関心の高い企業

④教育系の出版社

⑤塾・予備校

⑥その他

　「教育関係の財団やNPOなどの非営利団体」への希望が多く（556 人）、全体の 67％でした。

公共施設ですから、運営も第三者的な機関が求められているようです。そうしたなか、教育に

関心の高い企業が、比較的高い支持（241 人・29％）を得たことは注目に値します。

Commentコメント

　556

304

241

71

60

13

●回答数　　　　　　　1,245　（複数回答あり）

④土曜日は半日

①放課後１時間程度

⑧希望する授業や講習のみ

②放課後２時間程度

⑥日曜日は半日

⑤土曜日は１日

⑦日曜日は１日

③放課後３時間程度

　　　　　　　　　　576
　　　　　　278
　　　　　230
　　　　174
　　　　168
　62
18
14

①教育関係の財団やNPO
　などの非営利団体

②地域住民の組織

③教育に関心の高い企業

④教育系の出版社

⑤塾・予備校

⑥その他
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　２－６ 　「第二の学校」の運営にどんな条件を求めますか？
（複数回答可）

●回答数　　　　　　　1,904　（複数回答あり）

　１位は「一定期間続けてほしい」（540 人・65％）、次いで「子どもの様子や態度を知らせて

ほしい」（505 人・61％）に対する希望が多く集まりました。

Commentコメント

　　　項　目　         　　  回答数

①成績表をつけてほしい

②子どもの様子や態度を知らせてほしい

③宿題を出してほしい

④一定期間続けてほしい

⑤しつけも行なってほしい

⑥子どもの悩みを聞いてほしい

⑦事前に説明会を開いてほしい

⑧その他

52

505

43

540

154

305

296

9

　２－７ 　「第二の学校」の費用負担は１回につきどのくらいが適当でしょうか？

　　　項　目　　　　　  　回答数　割合 (％)

①300 円未満

②300 円～ 500 円未満

③500 円～ 1000 円未満

④1000 円～ 2000 円未満

⑤2000 円～ 3000 円未満

⑥3000 円以上

⑦プログラムや講師によって変わる

　１位「300 ～ 500 円未満」、２位「500 ～ 1000 円未満」、両者で全体の半数を超えています。

300 円未満は 13.5％と少数で、対価を払う用意があることが分かります。

Commentコメント

　110

226

218

105

28

6

124

●回答数　　　　　　　817　（複数回答なし）

④一定期間続けてほしい

②子どもの様子や態度を知らせてほしい

⑥子どもの悩みを聞いてほしい

⑦事前に説明会を開いてほしい

⑤しつけも行なってほしい

①成績表をつけてほしい

③宿題を出してほしい

⑧その他

　　　　　　　　　540
　　　　　　　　505
　　　　　　305
　　　　　　296
　　　　154
　52
　43
9

　13.5

27.7

26.7

12.9

3.4

0.7

15.2

①300 円未満
　

②300 円～ 500
円未満

③500 円～ 1000
円未満

⑦プログラムや講師に
よって変わる

④1000 円～ 2000
円未満

⑥3000 円以上　0.7％
⑤2000 円～ 3000
円未満　3.4％

27.7％

26.7％15.2％

13.5％

12.9％



　３－１ 　「第二の学校」においてバラエティに富んだ科学の実験教室を行なうとしたら、
お子さまを通わせますか？

●回答数　　　　　　　　828　（複数回答なし）

　「必ず通わせる」「できれば通わせたい」合わせて 67％。「子どもが通いたいと言えば～」を合
わせるとほぼ 100％で、　「科学実験教室」に対する関心の高さが明らかになりました。

Commentコメント

　　　項　目　         　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答数
①科学への興味関心を深めてほしい
②科学の知識を増やしてほしい
③学校の理科の成績を上げてほしい
④科学実験教室でレポートを書かせてほしい（レポートを書く能力を育ててほしい）
⑤科学実験教室でテストを行なってほしい（テストを実施し成果の見極めをしてほしい）
⑥家で科学について会話ができるような子になってほしい
⑦環境やエネルギー、バイオ、宇宙工学など最先端の技術に触れるような実験をしてほしい
⑧その他

671
363
59
98
24
94
275
10

　３－２ 　科学実験教室に何を期待しますか？
（複数回答可）

　　　項　目　　　　　　回答数　割合 (％)

①必ず通わせる

②できれば通わせたい

③子どもが通いたいと言
えば通わせる

④関心はない

　95

456

265

12

●回答数　　　　　　1,594　（複数回答あり）

　11.5

55.1

32.0

1.4

②できれば通わ
せたい

③子どもが通いたいと
言えば通わせる

関心はない　1.4％

①必ず通わせる
11.5％

①科学への興味関心を深めてほしい
②科学の知識を増やしてほしい
⑦環境やエネルギー、バイオ、宇宙工学など最先端の技術に触れるような実験をしてほしい
④科学実験教室でレポートを書かせてほしい（レポートを書く能力を育ててほしい）
⑥家で科学について会話ができるような子になってほしい
③学校の理科の成績を上げてほしい
⑤科学実験教室でテストを行なってほしい（テストを実施し成果の見極めをしてほしい）
⑧その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  671
　　　　　　　　　　　363
　　　　　　　275
　　98
　　94
　59
24
10

　「科学への興味関心を深めてほしい」が 671 人（81％）で圧倒的。次いで「科学の知識」「環
境やエネルギー～」、全体として教養としての知識や体験を求めていることがうかがえます。レ
ポート、理科の成績、テストといった学校の授業をイメージさせることは少数派でした。

Commentコメント

55.1％32.0％



　Ｑ１－２の「学力の向上を～」との相関関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　回答数　　割合（％）
合計
①科学への興味関心を深めてほしい
②科学の知識を増やしてほしい
③学校の理科の成績を上げてほしい
④科学実験教室でレポートを書かせてほしい（レポートを書く能力を育てて欲しい）
⑤科学実験教室でテストを行なってほしい（テストを実施し成果の見極めをして欲しい）
⑥家で科学について会話ができるような子になってほしい
⑦環境やエネルギー、バイオ、宇宙工学、など最先端の技術に触れるような実験をしてほしい
⑧その他

408
323
204
45
64
16
45
129
5

100
79.2
50.0
11.0
15.7
3.9
11.0
31.6
1.2

学力の向上を図ってほしいを選択した人

　１－２で「学力向上を図って～」選択した回答者は、「科学の実験教室」に対し、１位「科学

への興味～」、２位「科学への知識～」、3位「環境やエネルギー～」を希望、「理科の成績～」

を選択した保護者は 11％と低いものでした。

Commentコメント

男性　　　　356
女性　　　　472

25 ～ 29 歳　
30～ 34歳
35～ 39歳
40～ 44歳
45～ 49歳
50歳以上

11
81
233
290
149
64

保
護
者

保
護
者
年
齢

会社員 ( 一般社員 )
会社員 ( 管理職 )
会社経営・会社役員
会社員 ( 契約・派遣 )
団体職員
医療・福祉関係
農林水産業
公務員
教職・保育士・講師
弁護士・会計士・税理士・
　行政書士などの資格職
自営業
自由業
パート・アルバイト
専業主婦
学生
定年退職・無職

保
護
者
職
業

163
72
16
19
7
30
6
30
23

3
73
13
100
265
0
8

男子　　　　433
女子　　　　395

保
護
者
の

児
童
生
徒

小学生
　　低学年
　　中学年
　　高学年
中学生

保
護
者
の

児
童
生
徒
の
学
年

509
135
186
188
319

300 万円未満
300 ～ 400 万円未満
400 ～ 500 万円未満
500 ～ 600 万円未満
600 ～ 700 万円未満
700 ～ 800 万円未満
800 ～ 900 万円未満
1000 万円～ 1500 万円未満
1500 万円以上

世
帯
年
収

77
118
123
124
101
93
88
93
11

親子（2世代）
親子と祖父母（3世代）
その他

668
149
11

家
族
構
成

※調査対象の想定児童生徒は、現在公立の小中学校に通っている子（複数いる場合はより
　年長の者）

●調査にご協力いただいた保護者の属性（右欄数字は人数）



　先に報告したインターネット調査の結果に対し、保護者はどのような意見・感想をもつのか、座談

会形式でヒアリングを行いました。以下は、その報告になります。

　　ヒアリング概要
　　●目的　インターネットによる保護者調査の検証
　　●方法　３つのアンケート（教育委員会・保護者・企業）の調査結果を紹介した上で出席者
　　　８名による座談会（進行は学研教育総合研究所）

　　●出席者　東京（台東区、大田区、杉並区、世田谷区）に在住の小中学生の子をもつ母親
　　　（6名）、及び横浜市（保土ヶ谷区、鶴見区）に在住の小中学生の子を持つ父親と母親（各

　　　１名）…全員がＰＴＡの役員を経験

　　●実施日　平成 19年 3月２日　　　　●場所　東京都内

　１．土曜スクールの現状（現在、子どもを通わせている学校で土曜スクールのようなものを開催し
　　ているか。開催している場合は、それに対する感想など。）
　　・月に１～２回、土曜スクールを開催。学校を退職した元教員など地域の方に講師をお願いして

　　　いる。講座は算数や国語・英会話などで、児童が自分でドリルを持参。授業のフォローアップ

　　　など、毎日の学習と関連するものならいいが、教養程度のものなら、通わせる意味はないと考

　　　えている。（台）

　　・月に 2回開催。習っていない学年の問題をやらされて子どもがやる気をなくす、講師の力量に

　　　差があり、特定の講師に人気が集中してしまい、希望講座を受講できないなどの弊害がある。

　　　（台）

　　・教室の解放はしていないが、体育館でミニバスケット、グラウンドは地域の少年野球、少年サ

　　　ッカーが使用している。（横保）

　　・バスケットボール、バレーボール、野球、サッカーといった地域の少年スポーツ団体のほか、

　　　PTAが数ヶ月に一度程度、子供向けのイベントなどを開催。勉強関連の教室開放はない。（世）

　　・地域の商店街の人などが児童に囲碁や将棋、パソコン、読み聞かせなどを教えている。（杉）

　　・校庭開放を実施。ソフトボール、サッカー、剣道などの団体のほか、父親の会がイベントを開

　　　催。（大）

　２．インターネット調査では、学校への満足度が高いというデータが出ているが、どう考えるか。
　　・漠然と「学校についての満足度」なので、高いのであり、日常の学習、学校行事というように

　　　個々にみていけば、異なった結果が出たのではないか。（台）

　　・学校に対しては満足であっても、個々の教師についての満足度は、相当な差がある。（大）

　　・調査の回答者が何をもって「満足」と回答しているかわからないし、自分も漠然と「満足」と

　　　答えるだろうが、実際は学校や教育に何を求めているかよくわからないような気がする。（台）

　３．学校への改善点などの要望（学力の向上、放課後や土曜日の補習・講習の実施、いじめ対策、
　　生徒指導の強化など）
　　・放課後の児童の居場所がほしい。保護者会のときや兄弟のことで親が出かけなければならない

★　保護者調査　＜座談会によるヒアリング＞　★

※（　）は発言者の居住区の略称。



　　　ときに、子どもの面倒をみてくれる場所があるとよい。（大）

　　・以前通っていた大阪の小学校では、学校に隣接して児童館や児童センターがあり、夕方 6時ご

　　　ろまで子どもを遊ばせておくことができ、ほぼすべての児童が登録をしていた。（横保）

　　・放課後や土曜日にふだんいる場所がない。仕方がないので塾に通わせている。（世）

　　・保護者会時の子どもの居場所に関連して、校庭で児童を遊ばせておくことについて、セキュリ

　　　ティの確保の強化をしてほしい。（台）

　　・専門のセキュリティスタッフを配置することで、教員が学習指導・生活指導に集中できる環境

　　　が整うのではないか。（台）

　　・校庭開放をしている学校でも、当番となっているのはほとんどが母親であり、池田小のような

　　　事件が起こった場合には、とても対応できない。（台）

　４．マグネットスクールに関してインターネット調査では、小学校は算数・国語の補習・発展、中
　　学校では数学・英語の補習の要望が高かったが、どう考えるか？
　　・算数（数学）や英語は、繰り返し練習しなければ身につかない教科であるので当然と考える。

　　　（台）

　　・駅前に並ぶ学習塾に、保護者のニーズが如実に現れているのではないか。（横保）

　　・中学校は英語・数学の希望が強いが、保護者の間の学力不足への危機感は強く感じる。（横保）

　　・補習の場合、授業でわからない部分を同じ先生が放課後に同じ教え方で指導しても身につきに

　　　くいのではないか、さまざまな指導者によるさまざまな指導法が模索されるとよいのではない

　　　か。（横鶴）

　５．マグネットスクールについて，教科以外では、小学生では科学実験教室や作文力向上、コンピ
　　ュータ、中学生では資格、キャリア教育といった要望が多かったが、どう考えるか？
　　・学校で学べないことを学習できるとよい。私立中学受験のための勉強ではなく、今しかできな

　　　いことを学ばせたい。（台）

　　・私立中学の場合、英語検定や漢字検定のための朝補習などがある。自分ではなかなか勉強をし

　　　ないので、公立でもやってもらえるとありがたい。（大）

　　・公立の場合、小学校も中学校もそこまで望めないし、親も期待していないのでないか。小学校

　　　でも塾に行けば、講師が楽しく遊び感覚で教えてくれる。（杉）

　　・科学実験や環境教育を進めてほしい。学校では簡単に終わってしまうので、楽しく時間をかけ

　　　て、子どもたちが体験できる授業を望む。（台）

　　・作文は専門家でないと指導が難しい。親も指導ができないのが、問題である。（台）

　　・学校と塾の往復でコミュニケーション能力を育てる場がないので、そうした場があるとよい。

　　　（横保）

　６．親が土曜スクールに求めているものは、学習指導というよりも、学校でできない体験と考えて
　　よいのか？
　　・世の中のさまざまな人と交わり合うことが貴重な経験となるのではないか。ボーイスカウトの

　　　指導をしているが、日本ジャンボリーや世界ジャンボリーに子どもたちが参加し、そこで世界

　　　観を変え、その後にさらに勉強するというケースを見てきている。（横鶴）

　　・ふだんできないことを子どもが体験することで、「自分はこれが好きだったんだ」という、子

　　　ども自身の発見があるのではないか。（台）

　　・学校や家庭でできない体験ができたらよい。講師をお願いするだけでなく、親も参加して子ど

　　　もと一緒に学べるものがあってもよいのではないか。（台）



　　・杉並区の民間校長の公立中学校では、親子での体験を取り入れ、学校選択制のなかで、高い人

　　　気を集めている。（杉）

７．どんな人に講師になってもらいたいと考えるか？
　　・年配の教員できちんと宿題を出してくれず、学習習慣が身につかなかった経験があるので、指
　　　導はパワーがある若い世代の人にやってほしい。（世）

　　・講師には子どもの気持ちのわかる若い世代にやってほしい。現在、小 5の子どもがサッカーク

　　　ラブに入っているが、指導者が地域の大学生なので非常に関係がうまくいっている。（杉）

　　・学校での授業がつまらなく感じている子どもにとって、放課後に教えてくれる人が同じ指導者

　　　では意欲や興味がわいてこないのではないか。（台）

　　・算数が好きでなかった娘が無料の外部の教育機関（区の教育委員会の運営？）でまったく違う

　　　角度から算数を学び、算数好きになった。別の角度から教えてくれるのは非常に有効なことだ

　　　と思う。（台）

　　・作文など文章の書き方は本来、保護者が教えるものかも知れないが、現実には指導ができない

　　　ので専門家に教えてもらいたい。（横保）　

８．1回 300 円～ 1000 円という金額設定について
　　・１回 5千円、2回で 8千円などという科学教室があるが、金額に見合う内容か不安があり、参

　　　加させられない。１回 300 ～ 1000 円程度だと「家でゲームをさせているよりはよい」程度の

　　　考えで、気軽に参加させることができる。（世）

　　・給食費の不払い問題に象徴されるように、子どもは参加したいが、保護者がお金を出せないと

　　　いった事態になると困る。（台）

　　・補助金などの制度があるとよい。（横鶴）

　　　　　〈座談会のまとめ〉
　　　　マグネットスクールに対する保護者の期待値は高い（特に学校教育で得られない体験

　　　や経験など ） 。塾以外の子どもの居場所としてのニーズもある。保護者が塾に行かせた

　　　くて通わせているケースばかりでなく、子どもの面倒をずっと見ているわけにはいかな

　　　いので、塾に通わせているという面もある。

　　　　また、講師には外部の専門家やパワーがある若い世代を希望する声が大きい。学校教

　　　育の延長ではなく、外部の人材・若い人・専門家による別の視点からの指導や、子ども

　　　の目線に立った指導を望んでいる。

　　　　一方で、　「学校の勉強だけでは不十分ではないか」という不安は多くの保護者が抱い

　　　ており、それが通塾という行動に結びついている現実がある。学力の補強は塾で行うと

　　　いう保護者の意識が根強く、マグネットスクールに学習以外の経験・体験を求める背景

　　　になっているとも考えらえる。すでにある学習塾という  " 居場所 " との棲み分けも課題

　　　のひとつといえる。このほか、児童生徒の安全管理やマグネットスクールで生じた子供

　　　同士のトラブルが学校に持ち込まれたときに誰が修復していくのかといった運営上の問

　　　題についても示唆的な発言があった。



総  括
　事業実施協力機関である、社団法人 日本教育工学振興会（JAPET）

の会員企業 183 社を対象に郵送によるアンケート調査を実施し、63

社から回答を得ました。

　本調査の結果から、平日の放課後や土曜日（日曜日）の学校施設で、

自社のノウハウや人材を活用した講座の開設、教室運営等の事業活動

を自治体（教育委員会）からの委託を受けて有償で実施することに対

する企業の関心度は非常に高いことが分かりました。

　提供可能な教育サービスの内容も、コンピュータ教育、算数・国語

の教科指導、科学教育、英語・英会話、読書指導、環境教育など、多

岐にわたる回答が得られました。また、使用したい学校施設に関して

も、コンピュータ教室を筆頭に、普通教室（一般教室）、視聴覚室、

理科室、語学演習室（LL教室）など、多岐にわたる利用ニーズの存在

が確認できました。

　人材活用面では、定年・再雇用人材の活用が、正社員に次いで多く、

改正高齢者雇用安定法などの社会背景が伺える結果となりました。

　予算のあり方については、自治体による予算措置を求める意見が最

も多く、予算の裏付けの重要性を改めて感じさせる結果となりました。

　児童生徒の安全管理、学校施設の管理については、教育委員会や教

職員の責任で行って欲しいとの回答が最も多く、この課題を解決する

ことが、企業との協働を推進する上で重要であることが分かりました。

　以上、調査全体を通して、企業の前向きな姿勢が確認できたと同時

に、民間導入を推進する際に解決すべき課題も明らかになりました。



各  論 　各質問項目ごとに記載しました。

　１ 　平日の放課後や土曜日（日曜日）の学校施設で、御社のノウハウや人材を活用
した講座の開設、教室運営等の教育サービスを、期間を定め継続的に実施するこ
とに対する関心度についてお聞かせください。

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数　割合（％）

①関心がある

②どちらかといえば関心がある

③どちらかといえば関心がない

④関心がない

⑤すでに実施している

●回答数　　　　　　　63

　（複数回答なし）

①関心がある　44.4％

②どちらかといえば

　関心がある　34.9％

④関心がない　6.3％

　「関心がある」と「どちらかといえば関心がある」の合計は 80％であり、（社）日本教育工学

振興会会員企業の当該分野に対する関心度は非常に高い。この傾向は一般企業にも言えるものと

思われる。

Commentコメント

28

22

9

4

0

44.4

34.9

14.3

6.3

0.0

③どちらかといえば

　関心がない　14.3％

⑤すでに実施している　0％



　２ 　御社のノウハウや人材を活用した教育サービスを、期間を定め継続的に実施す
るとしたら、どのような内容が考えられますか。（複数回答可）

●回答数　　　　　　　154　（複数回答あり）

　（社）日本教育工学振興会の会員企業であるという特性から、「コンピュータ教育」が第 1位と
なったが、第 2位以下は、教材教具メーカー、視聴覚機器メーカー、コンピュータハードメーカ
ー、コンピュータソフトメーカーなど、（社）日本教育工学振興会 会員企業が関わる事業分野の
多様性を反映する結果となった。
　その他の意見として、社会科等の指導、コンピュータネットワーク教育、ユニバーサルデザイ
ンに関する体験型授業、電気・機械、ビジネスのしくみ、デジタルコンテンツデザイン、メディ
ア表現活動等が要望されている。

Commentコメント

④コンピュータ教育
⑤算数・国語等の教科指導

①科学教育
⑯英語・英会話
⑰読書指導
③環境教育

⑥キャリア教育
⑱作文指導

⑳その他の内容やカリキュラム
⑫絵画・美術教室

⑪音楽教室
②食　育

⑧自然体験学習
⑭法教育

⑦経済・金融教育
⑬伝統工芸教室
⑮特別支援教育

⑲高齢者との交流教室
⑨防犯・防災教育
⑩スポーツ教室

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数

①科学教育

②食　育

③環境教育

④コンピュータ教育

⑤算数・国語等の教科指導

⑥キャリア教育

⑦経済・金融教育

⑧自然体験学習

⑨防犯・防災教育

⑩スポーツ教室

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数

⑪音楽教室

⑫絵画・美術教室

⑬伝統工芸教室

⑭法教育

⑮特別支援教育

⑯英語・英会話

⑰読書指導

⑱作文指導

⑲高齢者との交流教室

⑳その他の内容やカリキュラム

14

4

8

43

15

8

2

3

1

1

5

6

2

3

2

12

9

7

2

7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　43
　　　　　　　15
　　　　　　　14
　　　　　　12
　　　　9
　　　　8
　　　　8
　　　7
　　　7
　　　6
　　5
　　4
　3
　3
2
2
2
2
1
1



　３ 　その際に使用したい学校施設をお聞かせください。（複数回答可）

●回答数　　　　　　　130　（複数回答あり）

　 2の結果を反映し、コンピュータ教室の利用ニーズが高い結果となったが、視聴覚室や理科

室といった特別教室の利用ニーズも高く、多様な施設利用に期待する意見が多いことがうかがえ

る。その他として、学校の屋上も要望されている。

Commentコメント

⑨コンピュータ教室

①普通教室（一般教室）

⑦視聴覚室

③理科室

⑧語学演習室（LL教室）

④図工・美術室

⑩図書室

②家庭科教室

⑤音楽室

⑥体育館

⑪その他

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数

①普通教室（一般教室）

②家庭科教室

③理科室

④図工・美術室

⑤音楽室

⑥体育館

⑦視聴覚室

⑧語学演習室（LL教室）

⑨コンピュータ教室

⑩図書室

⑪その他

27

3

10

8

3

3

13

9

46

6

2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46
　　　　　　　　　　　　　27
　　　　　13
　　　　10
　　　9
　　　8
　　6
3
3
3
2



　４ 　その際に活用したい人材についてお聞かせください。（複数回答可）

●回答数　　　　　　　118　（複数回答あり）

　正社員が第 1位となったが、改正高年齢者雇用安定法成立などを背景に、OBや定年・再雇用

人材の活用に期待する企業も多い。その他として、自社の教育研究所に登録されている講師陣、

パソコンインストラクター、特別教員、学生アルバイト、関連学校法人職員、講師、関係ジャン

ルでフリーで活躍している人等々の人材も要望されている。

Commentコメント

①正社員

④社員ＯＢ・定年退職者再雇用

②派遣社員

③パート社員

⑤その他

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数

①正社員

②派遣社員

③パート社員

④社員ＯＢ・定年退職者再雇用

⑤その他

43

22

15

28

10

　　　　　　　　　　　　　　　43
　　　　　　　　　28
　　　　　  22
　　15
10



　５ 　委託を受ける際の望ましい予算のあり方についてお聞かせください。
（複数回答可）

●回答数　　　　　　　112　（複数回答あり）

　自治体による予算措置を求める意見が最も多いが、受益者としての保護者負担、学校独自負

担を求める意見も多い。

Commentコメント

①自治体予算

④公的予算と保護者負担の両方

②学校独自予算

③保護者負担

⑤企業・団体等からの寄付金

⑥その他

　　　　　項　目　　　　　　　　　回答数

①自治体予算

②学校独自予算

③保護者負担

④公的予算と保護者負担の両方

⑤企業・団体等からの寄付金

⑥その他

48

18

11

24

9

2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48
　　　　　　　　　　24
　　　　　　　　18
　　　　11
　　　　9
2



　６ 　実施時間内における児童生徒の安全管理に関するお考えをお聞かせください。

　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　 ６　回答数　　 ７　回答数

①教育委員会や教職員の責任でおこなう必要がある。

②委託を受けた教育サービス提供会社の責任でおこなう必要がある。

③専門の会社に別途委託する必要がある。

④その他

●回答数　　　　　　　60　（複数回答なし）

　児童生徒の安全管理、学校施設の管理については、教育委員会や教職員に期待する意見が多

い。企業にとって、児童生徒の安全管理、学校施設の管理面の負担が大きいことがうかがえる。

Commentコメント

①教育委員会や教
　職員の責任でお
　こなう必要があ
　る　50.0％

②委託を受けた教育サービス提供会社の
　責任でおこなう必要がある　26.7％

③専門の会社に別途委託する必要
　がある　18.3％

④その他　5.0％

　７ 　実施時間内における学校施設の管理（設備・備品、電源使用等を含む）に関す
るお考えをお聞かせください。

●回答数　　　　　　　59　（複数回答なし）

30

16

11

3

32

17

8

2

■ ６

■
①教育委員会や教
　職員の責任でお
　こなう必要があ
　る　54.2％

②委託を受けた教育サービス提供会社の
　責任でおこなう必要がある　28.8％

③専門の会社に別途委託する必要
　がある　13.6％

④その他　3.4％



　８ 　委託を受ける際の望ましい契約期間についてお聞かせください。

　　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　  回答数　　割合（％）

①年度単位（１年）での契約が望ましい。

②学期単位での契約が望ましい。

③その他

●回答数　　　　　　　59　（複数回答なし）

　年度単位での契約を希望する意見が多い。事業の継続性や収益の安定性を確保する上で、企

業にとって、必要な契約単位であると推察される。その他として、下記の意見も寄せられた。

・お客様の要望に合わせることが第一。

・教育効果が出れば、短期でも構わないと思う。

・3年～ 5年が望ましい。

・プロジェクト単位での契約が望ましい。

・随時、短期集中型が現実的と思われます。

・契約期間については特にこだわりはない。

Commentコメント

①年度単位（１年）での契約が
　望ましい　69.5％

②学期単位での契約が
　望ましい　16.9％

③その他　13.6％

41

10

8

69.5

16.9

13.6



　９ 　平日の放課後、土曜日（日曜日）の学校施設の活用に際しては、教育委員会、
学校、保護者、公益法人、民間企業等の「協働」が求められていますが、「協働」
の推進役として、社団法人 日本教育工学振興会（JAPET）のような公益法人の役
割に期待していますか。

　　　　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　  回答数　　割合（％）

①期待している

②どちらかといえば期待している

③どちらかといえば期待していない

④期待していない

⑤その他

●回答数　　　　　　　60　（複数回答なし）

　「期待している」と「どちらかといえば期待している」の合計は 86％であり、学校現場と企

業を繋ぐ架け橋として、公益法人に期待する意見が多い。

Commentコメント

①期待している　60.0％

②どちらかといえば
　期待している　26.7％

⑤その他　1.7％

36

16

3

4

1

60.0

26.7

5.0

6.7

1.7

③どちらかといえば
　期待していない　5.0％

④期待していない　6.7％
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２．アンケート調査用紙
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③
協
力
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象
に
し
た
も
の





３．協力をいただいた教育委員会一覧

青森県 五所川原市教育委員会
岩手県 盛岡市教育委員会
岩手県 一関市教育委員会
岩手県 北上市教育委員会
宮城県 石巻市教育委員会
宮城県 仙台市教育委員会
宮城県 栗原市教育委員会
山形県 山形市教育委員会
山形県 米沢市教育委員会
福島県 福島市教育委員会
茨城県 水戸市教育委員会
栃木県 宇都宮市教育委員会
栃木県 那須塩原市教育委員会
群馬県 前橋市教育委員会
群馬県 高崎市教育委員会
群馬県 伊勢崎市教育委員会
群馬県 太田市教育委員会
埼玉県 川越市教育委員会
埼玉県 秩父市教育委員会
埼玉県 狭山市教育委員会
埼玉県 さいたま市教育委員会
千葉県 千葉市教育委員会
千葉県 船橋市教育委員会
千葉県 野田市教育委員会
千葉県 柏市教育委員会
東京都 中央区教育委員会
東京都 港区教育委員会
東京都 新宿区教育委員会
東京都 文京区教育委員会
東京都 台東区教育委員会
東京都 墨田区教育委員会
東京都 江東区教育委員会
東京都 目黒区教育委員会
東京都 世田谷区教育委員会
東京都 中野区教育委員会
東京都 豊島区教育委員会
東京都 北区教育委員会
東京都 練馬区教育委員会
東京都 八王子市教育委員会
東京都 武蔵野市教育委員会
東京都 三鷹市教育委員会
東京都 日野市教育委員会
神奈川県 横浜市教育委員会

神奈川県 川崎市教育委員会
神奈川県 海老名市教育委員会
神奈川県 相模原市教育委員会
新潟県 新潟市教育委員会
新潟県 三条市教育委員会
新潟県 糸魚川市教育委員会
新潟県 佐渡市教育委員会
石川県 金沢市教育委員会
石川県 小松市教育委員会
石川県 白山市教育委員会
長野県 長野市教育委員会
長野県 佐久市教育委員会
岐阜県 岐阜市教育委員会
岐阜県 多治見市教育委員会
岐阜県 恵那市教育委員会
静岡県 沼津市教育委員会
静岡県 静岡市教育委員会
静岡県 藤枝市教育委員会
静岡県 御殿場市教育委員会
静岡県 裾野市教育委員会
静岡県 牧之原市教育委員会
愛知県 名古屋市教育委員会
愛知県 豊橋市教育委員会
愛知県 岡崎市教育委員会
愛知県 一宮市教育委員会
愛知県 刈谷市教育委員会
愛知県 豊田市教育委員会
愛知県 安城市教育委員会
愛知県 西尾市教育委員会
愛知県 常滑市教育委員会
愛知県 日進市教育委員会
愛知県 稲沢市教育委員会
愛知県 愛西市教育委員会
愛知県 田原市教育委員会
三重県 津市教育委員会
三重県 四日市市教育委員会
三重県 伊賀市教育委員会
滋賀県 彦根市教育委員会
滋賀県 東近江市教育委員会
滋賀県 草津市教育委員会
京都府 舞鶴市教育委員会
京都府 宇治市教育委員会
大阪府 堺市教育委員会

大阪府 吹田市教育委員会
大阪府 枚方市教育委員会
兵庫県 姫路市教育委員会
兵庫県 尼崎市教育委員会
兵庫県 加古川市教育委員会
兵庫県 淡路市教育委員会
兵庫県 南あわじ市教育委員会
奈良県 奈良市教育委員会
奈良県 天理市教育委員会
和歌山県 和歌山市教育委員会
島根県 出雲市教育委員会
岡山県 岡山市教育委員会
広島県 呉市教育委員会
広島県 三原市教育委員会
広島県 福山市教育委員会
広島県 三次市教育委員会
広島県 広島市教育委員会
広島県 廿日市市教育委員会
山口県 下関市教育委員会
山口県 山口市教育委員会
山口県 防府市教育委員会
香川県 丸亀市教育委員会
愛媛県 松山市教育委員会
愛媛県 今治市教育委員会
愛媛県 新居浜市教育委員会
高知県 高知市教育委員会
福岡県 田川市教育委員会
福岡県 春日市教育委員会
福岡県 柳川市教育委員会
佐賀県 佐賀市教育委員会
佐賀県 唐津市教育委員会
長崎県 雲仙市教育委員会
熊本県 熊本市教育委員会
熊本県 八代市教育委員会
熊本県 玉名市教育委員会
熊本県 宇城市教育委員会
大分県 中津市教育委員会
鹿児島県 鹿児島市教育委員会
鹿児島県 日置市教育委員会
沖縄県 那覇市教育委員会
沖縄県 うるま市教育委員会
沖縄県 名護市教育委員会

（128 教育委員会）



４．協力をいただいた企業等一覧

( 財 ) 全国地域情報化推進協会
㈱ソフトワークス
中央出版㈱
東京書籍㈱
西日本電信電話㈱
日興通信㈱
㈱日本コスモトピア
( 社 ) 日本図書教材協会
日本ビクター㈱
㈱日本標準
㈱帆風
㈱美術出版デザインセンター
㈱日立製作所
日立電子サービス㈱
富士通エフ・アイ・ピー㈱
㈱富士通岡山システムエンジニアリング
㈱富士通ビジネスシステム
㈱富士通ラーニングメディア
富士電機ＩＴソリューション㈱
フジノン㈱
プラス㈱
㈱プロトン
㈱文英堂
㈱ペチカ
ポケモンラーニング㈱
松下電器産業㈱パナソニックシステムソリューションズ社
安川情報システム㈱
㈱ライオン事務器
㈱ラティオインターナショナル
㈱ランドコンピュータ
ローランド㈱

（63社：学校法人，財団法人，社団法人を含む）

㈱アットマーク・ラーニング
㈱アドウィン
アライドテレシス㈱
㈱石川コンピュータ・センター
(学 ) 岩崎学園
インテル㈱
㈱内田洋行
㈱エスシーシー
ＥＤｉ－Ｘ
日本電気㈱
ＮＥＣソフト㈱
㈱ＮＨＫエデュケーショナル
エプソン販売㈱
㈱学習研究社
(学 ) 河合塾
教育出版㈱
㈱教育ソフトウェア
㈱コンピュータウイング
㈱三省堂
サンメッセ㈱
㈱ジェイアール四国コミュニケーションウエア
㈱ＪＭＣエデュケーションズ
シャープシステムプロダクト㈱
㈱新学社
㈱新興出版社啓林館
新日本造形㈱
数研出版㈱
スズキ教育ソフト㈱
スミリンビジネスサービス㈱
㈱誠文社
セコムラインズ㈱
ゼンケン教育システム㈱
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